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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、
　前記デバイスは、
　ハウジングであって、デバイスアクチュエータと、前記ハウジングの中に流体を受け取
るための開口部とを含むハウジングと、
　前記ハウジング内の事前包装された真空チャンバであって、前記真空チャンバは、前記
デバイスアクチュエータの作動の前に、周囲圧力よりも低い圧力にある容積を有し、前記
真空チャンバは、流体が、流路に沿って、前記開口部の中に、そして、前記真空チャンバ
に向けて引き込まれるようにするために、前記流路を介して前記開口部に流体的に連結可
能である、真空チャンバと、
　前記流路に沿って配置された流動制御要素であって、前記流動制御要素は、前記デバイ
スアクチュエータの作動の前に、前記真空チャンバと前記開口部との間の流体連通を防止
し、前記流動制御要素は、前記デバイスアクチュエータの作動の後に、前記開口部と前記
真空チャンバとの間の流体連通を可能にし、そして、流体が、前記流路に沿って、前記開
口部から前記真空チャンバに向けて流動することを可能にするように構成されている、流
動制御要素と、
　流体が被検体から放出されるようにするために、アレイ内に配列され、そして、前記被
検体の中に挿入されるように配列されている複数の極微針と、
　前記複数の極微針を、前記開口部に向けて、または、前記開口部を通して、展開方向に
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移動させる展開アクチュエータであって、前記展開アクチュエータは、前記デバイスアク
チュエータの作動に応答して、前記複数の極微針を前記展開方向に移動させるように構成
されている、展開アクチュエータと、
　前記複数の極微針を前記開口部から離れるように後退方向に移動させる後退アクチュエ
ータであって、前記後退アクチュエータは、前記デバイスアクチュエータの作動に応答し
て、前記複数の極微針を前記後退方向に移動させるように構成されている、後退アクチュ
エータと
　を含む、デバイス。
【請求項２】
　前記後退アクチュエータは、前記展開アクチュエータの任意の展開移動の前に、最初の
貯蔵されたポテンシャルエネルギーを有し、前記貯蔵されたポテンシャルエネルギーの放
出は、前記後退方向における前記複数の極微針の移動を引き起こす、請求項１に記載のデ
バイス。
【請求項３】
　前記展開アクチュエータは、前記複数の極微針に連結された双安定要素を含み、前記双
安定要素は、前記デバイスアクチュエータの作動に応答して、第１の安定状態から第２の
安定状態に移動するように配列されており、
　双安定状態の間を移動する前記第１の安定状態から前記第２の安定状態への前記双安定
要素の移動は、前記複数の極微針を、前記開口部に向けて、または、前記開口部を通して
、展開方向に移動させ、
　前記双安定要素は、前記双安定要素に対する外力が存在しないと、前記第２の安定状態
から前記第１の安定状態へと移動することができない、請求項１に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記双安定要素は、スナップドームを含む、請求項３に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記後退アクチュエータは、板バネを含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記真空チャンバと前記開口部との間に配置された膜をさらに含み、前記膜は、前記真
空チャンバの中への空気の通過を可能にするが、前記真空チャンバの中への液体の通過を
防止する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記真空チャンバとは別個の異なる貯蔵チャンバをさらに含む、請求項１に記載のデバ
イス。
【請求項８】
　前記真空チャンバは、前記デバイスアクチュエータの作動の前に、大気圧より少なくと
も１０ｍｍＨｇ低い圧力にある、請求項１に記載のデバイス。
【請求項９】
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、
　前記デバイスは、
　ハウジングであって、デバイスアクチュエータと、前記ハウジングの中に流体を受け取
るための開口部とを含むハウジングと、
　前記ハウジング内の事前包装された真空チャンバであって、前記真空チャンバは、前記
デバイスアクチュエータの作動の前に、周囲圧力よりも低い圧力にある容積を有し、前記
真空チャンバは、流体が、流路に沿って、前記開口部の中に、そして、前記真空チャンバ
に向けて引き込まれるようにするために、前記流路を介して前記開口部に流体的に連結可
能であり、前記デバイスは、前記デバイスアクチュエータの作動の後に、前記開口部と前
記真空チャンバとの間の流体連通を可能にするように構成されている、真空チャンバと、
　前記真空チャンバと前記開口部との間で前記流路に沿って配置された膜であって、前記
膜は、前記真空チャンバの中への空気の通過を可能にするが、前記真空チャンバの中への
液体の進入を防止する、膜と、
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　流体が被検体から放出されるようにするために、前記被検体の中に挿入されるように配
列されている複数の極微針と、
　前記複数の極微針を、前記開口部に向けて、または、前記開口部を通して、展開方向に
移動させる展開アクチュエータであって、前記展開アクチュエータは、前記デバイスアク
チュエータの作動に応答して、前記複数の極微針を前記展開方向に移動させるように構成
されている、展開アクチュエータと、
　前記複数の極微針を前記開口部から離れるように後退方向に移動させる後退アクチュエ
ータであって、前記後退アクチュエータは、前記デバイスアクチュエータの作動に応答し
て、前記複数の極微針を前記後退方向に移動させるように構成されている、後退アクチュ
エータと
　を含む、デバイス。
【請求項１０】
　前記真空チャンバは、前記デバイスアクチュエータの作動の前に、大気圧より少なくと
も１０ｍｍＨｇ低い圧力にある、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１１】
　流動制御要素であって、前記流動制御要素は、前記開口部と前記真空チャンバとの間の
流体連通を防止し、前記流動制御要素は、前記デバイスアクチュエータの作動の後に、前
記開口部と前記真空チャンバとの間の流体連通を可能にするように構成されている、流動
制御要素
　をさらに含む、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記展開アクチュエータは、前記複数の極微針に連結された双安定要素を含み、前記双
安定要素は、前記デバイスアクチュエータの作動に応答して、第１の安定状態から第２の
安定状態に移動するように配列されており、
　前記第１の安定状態から前記第２の安定状態への前記双安定要素の移動は、前記複数の
極微針を、前記開口部に向けて、または、前記開口部を通して、展開方向に移動させ、前
記双安定要素は、前記双安定要素に対する外力が存在しないと、前記第２の安定状態から
前記第１の安定状態へと移動することができない、請求項９に記載のデバイス。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、例えば、皮膚および／または皮膚下へ、またはそこから、被検体か
らの血液または間質液等の流体または他の物質を運搬および／または受け取るためのシス
テムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　静脈切開術または静脈穿刺は、静脈内療法の目的のために、静脈内アクセスを得るプロ
セス、または静脈血液の試料を得るプロセスである。このプロセスは、典型的には、救急
救命士、瀉血専門医、医師、看護士等を含む、医療施術者によって実践される。大体の機
器は、例えば、ＶａｃｕｔａｉｎｅｒＴＭ（Ｂｅｃｔｏｎ，　Ｄｉｃｋｉｎｓｏｎ　ａｎ
ｄ　ｃｏｍｐａｍｙ）およびＶａｃｕｅｔｔｅＴＭ（Ｇｒｅｉｎｅｒ　Ｂｉｏ－Ｏｎｅ　
ＧｍＢＨ）システム等、真空排気された（真空）管の使用を含め、被検体から血液を得る
ことが必要とされる。他の機器は、皮下注射針、注射器等を含む。しかしながら、そのよ
うな手技は、複雑であり、施術者の高度な訓練を要求し、多くの場合、非医療環境におい
て行うことができない。故に、皮膚から、または皮膚を通して血液または他の流体を得る
方法の改良が、依然として、必要とされる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　いくつかの実施形態では、本発明は、概して、血漿または血清を形成するための血液の



(4) JP 6121400 B2 2017.4.26

10

20

30

40

50

受け取りおよび分離等の、被検体から流体を受け取るためのデバイスおよび方法に関する
。本発明の主題は、場合によっては、相関生成物、特定の問題の代替的解決法、および／
または１つ以上のシステムおよび／または部品の複数の異なる用途を伴う。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の一側面では、デバイスは、被検体から流体が放出されるようにするために配列
されている、流体輸送体を含む。流動活性化体は、展開アクチュエータによって展開方向
に移動させられ得る。流動活性化体はまた、後退アクチュエータによって後退方向に移動
させられ得る。一側面では、流動活性化体は、後退後の開口部からのその距離とは異なる
、展開前位の開口部からの距離にあり得る。
【０００５】
　本発明の別の側面では、機械構成要素のみを含むエフェクタが、展開および後退のため
に流動活性化体を移動させる。展開移動は、後退移動よりも実質的に高速で起こり得る。
【０００６】
　本発明の別の側面では、デバイスは、開口部および流動活性化体であって、被検体から
流体が放出されるようにするために配列されている流動活性化体を含む流体輸送体、なら
びに周囲圧力より低い圧力を提供する真空源を含み得る。デバイスはまた、開口部と真空
源との間で流体的に連結される、チャネルを含み得る。本発明の一側面では、流動活性化
体は、チャネルに沿った開口部と真空源との間の流体連通が可能になった後、作動させら
れる。本発明の一側面では、チャネルに沿った開口部と真空源との間の流体連通は、流動
活性化体が後退方向に移動させられる前に可能にされる。別の側面では、流動活性化体を
作動させるデバイスアクチュエータもまた、チャネルに沿った開口部と真空源との間の流
体連通を可能にする。
【０００７】
　本発明の別の側面では、エフェクタは、流動活性化体の任意の展開移動前に、最初の貯
蔵されたポテンシャルエネルギーを有し得る。エフェクタは、貯蔵されたポテンシャルエ
ネルギーを放出して流動活性化体を後退させるように配列され得る。
【０００８】
　本発明の別の側面では、流動活性化体、後退アクチュエータ、および展開アクチュエー
タは、互に同心円状に整列させられ得る。加えて、デバイスは、同様に流動活性化体、後
退アクチュエータ、および展開アクチュエータと同心円状に整列させられる、スペーサ要
素を含み得る。
【０００９】
　別の側面では、本発明は、本明細書で説明される実施形態のうちの１つ以上、例えば、
流体を受け取るためのデバイスを作製する方法を包含する。なおも別の側面では、本発明
は、本明細書で説明される実施形態のうちの１つ以上、例えば、流体を受け取るためのデ
バイスを使用する方法を包含する。
【００１０】
　本発明の他の利点および新規の特徴は、添付図面と併せて考慮されることによって、本
発明の種々の非限定的実施形態の以下の詳細な説明から明白となるであろう。本明細書お
よび参照することにより組み込まれる文書が、相反する、および／または矛盾する開示を
含む場合、本明細書が優先するものとする。参照することにより組み込まれる２つ以上の
文書が、互に対して相反する、および／または矛盾する開示を含む場合には、より最近の
発効日を有する文書が優先するものとする。
【００１１】
　概略的であり、必ずしも一定の縮尺で描かれることを目的としていない、添付図面を参
照して、本発明の１つ以上の側面を組み込む、非限定的実施形態を一例として説明する。
図中、図示されるそれぞれの同一またはほぼ同一の構成要素は、典型的には、単一の数字
によって表される。明確にするために、全ての構成要素が全ての図で標識されるわけでも
、当業者が本発明を理解することを可能にするために図示が必要ではない、示される本発
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明の各実施形態の全ての構成要素が標識されるわけでもない。
例えば、本発明は、以下を提供する。
（項目１）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　開口部および流動活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、上記被検
体から流体が放出されるようにするために配列されている、流体輸送体と、
　展開方向に上記流動活性化体を移動させるために構築および配列されている展開アクチ
ュエータと、
　後退方向に上記流動活性化体を移動させるために構築および配列されている後退アクチ
ュエータと
　を備えている、デバイス。
（項目２）
　上記展開アクチュエータは、上記後退アクチュエータに取り付けられている、項目１に
記載のデバイス。
（項目３）
　上記展開アクチュエータおよび後退アクチュエータは、エフェクタ本体を介して接続さ
れている、項目２に記載のデバイス。
（項目４）
　上記展開アクチュエータは、展開および後退方向に可逆的に移動可能である、項目１に
記載のデバイス。
（項目５）
　上記展開アクチュエータは、上記展開方向への移動前、上記開口部に対面する凹状部分
を有し、上記展開方向への移動後、上記開口部に対面する凸状部分を有する、項目１に記
載のデバイス。
（項目６）
　上記展開アクチュエータは、スナップドームを備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目７）
　上記展開アクチュエータは、複数のローブを備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目８）
　上記展開アクチュエータは、作動させられると、上記展開アクチュエータへの少なくと
も０．１Ｎまたは少なくとも０．３Ｎの力の適用に応じて、展開方向に移動する、項目１
に記載のデバイス。
（項目９）
　上記展開アクチュエータは、ポリマーまたは金属を含む、項目１に記載のデバイス。
（項目１０）
　上記展開アクチュエータは、４ｃｍ以下の最大直径を有する、項目１に記載のデバイス
。
（項目１１）
　上記展開アクチュエータは、作動させられると、少なくとも１ｃｍ／秒または少なくと
も１０ｃｍ／秒の平均速度で展開方向に移動する、項目１に記載のデバイス。
（項目１２）
　上記展開アクチュエータは、作動させられると、約０．００２秒未満の期間で展開前位
置から展開後位置まで移動する、項目１に記載のデバイス。
（項目１３）
　上記展開アクチュエータは、作動させられると、少なくとも１００，０００メートル／
秒２のピーク加速度で展開前位置から展開後位置まで移動する、項目１に記載のデバイス
。
（項目１４）
　上記展開アクチュエータは、作動させられると、展開方向に移動するとき、上記展開ア
クチュエータのいずれの部分も約５ｍｍより大きく移動しない、項目１に記載のデバイス
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。
（項目１５）
　上記流動活性化体は、１本以上の針または極微針を備えている、項目１に記載のデバイ
ス。
（項目１６）
　上記針または極微針のうちの少なくともいくつかは、中実または中空である、項目１５
に記載のデバイス。
（項目１７）
　上記針または極微針のうちの少なくともいくつかは、約５ミリメートル未満の長さを有
する、項目１５に記載のデバイス。
（項目１８）
　上記針または極微針のうちの少なくともいくつかは、約１ｍｍ以下の上記被検体の皮膚
への最大穿通を有する、項目１５に記載のデバイス。
（項目１９）
　上記針または極微針のうちの少なくともいくつかは、少なくとも約５００マイクロメー
トルの上記被検体の皮膚への最小穿通を有する、項目１５に記載のデバイス。
（項目２０）
　上記流動活性化体は、上記展開アクチュエータに固定されている、項目１に記載のデバ
イス。
（項目２１）
　上記流動活性化体は、変換構造または膜を介して上記展開アクチュエータに固定されて
いる、項目２０に記載のデバイス。
（項目２２）
　上記展開アクチュエータを展開方向に移動させることが可能なデバイスアクチュエータ
をさらに備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目２３）
　上記デバイスアクチュエータは、ボタンまたはスライダを備えている、項目２２に記載
のデバイス。
（項目２４）
　上記デバイスアクチュエータは、少なくとも、ユーザによって操作可能な第１の部分と
、展開方向に上記展開アクチュエータを移動させるために配列されている第２の部分とを
備えている、項目２２に記載のデバイス。
（項目２５）
　上記デバイスアクチュエータの少なくとも一部分は、展開方向に上記展開アクチュエー
タを移動させるために、上記展開アクチュエータの上で横方向に摺動することが可能であ
る、項目２２に記載のデバイス。
（項目２６）
　上記デバイスアクチュエータの少なくとも一部分は、展開方向に上記展開アクチュエー
タを移動させるために、上記展開アクチュエータの中へ下向きに押し進められることが可
能である、項目２２に記載のデバイス。
（項目２７）
　上記後退アクチュエータを後退方向に移動させることが可能なデバイスアクチュエータ
をさらに備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目２８）
　上記後退アクチュエータは、バネを備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目２９）
　上記バネは、展開前、比較的高いエネルギー状態にあり、展開後、比較的低いエネルギ
ー状態にある、項目２８に記載のデバイス。
（項目３０）
　上記後退アクチュエータは、コイルバネまたは板バネを備えている、項目１に記載のデ
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バイス。
（項目３１）
　上記後退アクチュエータは、多足板バネを備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目３２）
　上記後退アクチュエータは、弾性部材を備えている、項目１に記載のデバイス。
（項目３３）
　上記後退アクチュエータは、後退方向に上記開口部から離れるほうに上記展開アクチュ
エータを移動させる、項目１に記載のデバイス。
（項目３４）
　上記展開アクチュエータのいずれの部分も、上記後退アクチュエータが後退方向に移動
するときに、１０ｍｍより大きく移動しない、項目１に記載のデバイス。
（項目３５）
　上記後退アクチュエータは、後退後に定位置で係止される、項目１に記載のデバイス。
（項目３６）
　上記展開アクチュエータは、後退方向に上記後退アクチュエータを移動させることによ
って作動させられる、項目１に記載のデバイス。
（項目３７）
　基部およびカバーを含む筐体をさらに備え、上記基部およびカバーは、上記展開および
後退アクチュエータを封入し、上記筐体の一部分は、上記開口部を画定する、項目１に記
載のデバイス。
（項目３８）
　上記筐体は、上記開口部から上記筐体の中への流体の流動を引き起こすために配列され
ている真空源を画定する、項目３７に記載のデバイス。
（項目３９）
　上記真空源と上記開口部との間に流体連結を作成するチャネルをさらに備え、上記真空
源によって引き起こされる流動は、少なくとも部分的に上記チャネルを通る、項目３８に
記載のデバイス。
（項目４０）
　上記チャネルへの流体連結を有する貯蔵チャンバをさらに備え、上記チャネルの中の流
体は、上記貯蔵チャンバに進入する、項目３９に記載のデバイス。
（項目４１）
　上記真空源と上記開口部との間の流動を制御するために配列されているシールをさらに
備えている、項目３８に記載のデバイス。
（項目４２）
　デバイスアクチュエータが、上記シールに作用して上記真空源と上記開口部との間の流
動を可能にするために配列されている、項目４１に記載のデバイス。
（項目４３）
　上記デバイスは、流体の受け取りを示す指標を含む、項目１に記載のデバイス。
（項目４４）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　流体を受け取るように配列されている開口部と、
　展開前、上記開口部から第１の距離にあり、展開後、上記開口部から第２の距離にある
流動活性化体であって、上記第１の距離は、上記第２の距離とは異なる、流動活性化体と
　を備えている、デバイス。
（項目４５）
　上記第１の距離は、上記第２の距離よりも小さい、項目４４に記載のデバイス。
（項目４６）
　上記流動活性化体は、１本以上の針を含む、項目４４に記載のデバイス。
（項目４７）
　展開方向および後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されているエフェ
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クタをさらに備えている、項目４４に記載のデバイス。
（項目４８）
　上記エフェクタは、一緒に取り付けられている展開アクチュエータおよび後退アクチュ
エータを含み、上記展開アクチュエータは、上記展開方向に上記流動活性化体を少なくと
も上記第１の距離移動させるために配列され、上記後退アクチュエータは、上記後退方向
に上記流動活性化体を少なくとも上記第２の距離移動させるために配列されている、項目
４７に記載のデバイス。
（項目４９）
　上記展開アクチュエータは、上記後退アクチュエータが上記後退方向に上記流動活性化
体を移動させるよりも高い速度で、上記展開方向に上記流動活性化体を移動させる、項目
４８に記載のデバイス。
（項目５０）
　基部およびカバーを含む筐体をさらに備え、上記基部およびカバーは、上記流動活性化
体を封入し、上記筐体の一部分は、上記開口部を画定する、項目４４に記載のデバイス。
（項目５１）
　上記筐体は、上記開口部から上記筐体の中への流体の流動を引き起こすために配列され
ている真空源を画定する、項目５０に記載のデバイス。
（項目５２）
　上記真空源と上記開口部との間に流体連結を有するチャネルをさらに備え、上記真空源
によって引き起こされる流動は、少なくとも部分的に上記チャネルを通る、項目５１に記
載のデバイス。
（項目５３）
　上記チャネルへの流体連結を有する貯蔵チャンバをさらに備え、上記チャネルの中の流
体は、上記貯蔵チャンバに進入する、項目５２に記載のデバイス。
（項目５４）
　上記真空源と上記開口部との間の流動を制御するために配列されているシールをさらに
備えている、項目５１に記載のデバイス。
（項目５５）
　展開方向および後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されているエフェ
クタをさらに備え、上記エフェクタは、上記真空源と上記開口部との間の流動を可能にす
るように配列されている、項目５０に記載のデバイス。
（項目５６）
　上記展開方向に上記流動活性化体を少なくとも上記第１の距離移動させるために配列さ
れているバネ要素を含む展開アクチュエータと、上記後退方向に上記流動活性化体を少な
くとも上記第２の距離移動させるために配列されているバネ要素を含む後退アクチュエー
タとをさらに備えている、項目４４に記載のデバイス。
（項目５７）
　上記デバイスは、流体の受け取りを示す指標を含む、項目４４に記載のデバイス。
（項目５８）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　開口部および流動活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、上記被検
体から流体が放出されるようにするための展開のために移動可能であり、上記被検体から
離れるほうへの後退のために移動可能である、流体輸送体と、
　機械構成要素のみを含み、電子制御がないエフェクタであって、上記エフェクタは、展
開および後退のために上記流動活性化体を移動させ、上記流動活性化体の展開移動は、上
記流動活性化体の後退移動よりも実質的に高速で起きる、エフェクタと
　を備えている、デバイス。
（項目５９）
　上記エフェクタは、展開アクチュエータと後退アクチュエータとを含み、上記展開アク
チュエータは、展開方向に上記流動活性化体を移動させるために配列され、後退アクチュ
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エータは、後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されている、項目５８に
記載のデバイス。
（項目６０）
　上記展開アクチュエータは、上記展開方向に上記流動活性化体を移動させるために配列
されているバネ要素を含み、後退アクチュエータは、上記後退方向に上記流動活性化体を
移動させるために配列されているバネ要素を含む、項目５９に記載のデバイス。
（項目６１）
　上記展開アクチュエータおよび上記後退アクチュエータは、一緒に取り付けられている
、項目５９に記載のデバイス。
（項目６２）
　上記流動活性化体は、１本以上の針を含む、項目５８に記載のデバイス。
（項目６３）
　基部およびカバーを含む筐体をさらに備え、上記基部およびカバーは、上記流動活性化
体および上記エフェクタを封入し、上記筐体の一部分は、上記開口部を画定する、項目５
８に記載のデバイス。
（項目６４）
　上記筐体は、上記開口部から上記筐体の中への流体の流動を引き起こすために配列され
ている真空源を画定する、項目６３に記載のデバイス。
（項目６５）
　上記真空源と上記開口部との間に流体連結を有するチャネルをさらに備え、上記真空源
によって引き起こされる流動は、少なくとも部分的に上記チャネルを通る、項目６４に記
載のデバイス。
（項目６６）
　上記チャネルへの流体連結を有する貯蔵チャンバをさらに備え、上記チャネルの中の流
体は、上記貯蔵チャンバに進入する、項目６５に記載のデバイス。
（項目６７）
　上記真空源と上記開口部との間の流動を制御するために配列されているシールをさらに
備えている、項目６４に記載のデバイス。
（項目６８）
　デバイスアクチュエータが、上記真空源と上記開口部との間の流動を可能にするために
配列されている、項目６７に記載のデバイス。
（項目６９）
　上記デバイスアクチュエータは、穿刺部材を含み、上記穿刺部材は、上記シールを穿刺
して上記真空源と上記開口部との間の流動を可能にするように配列されている、項目６８
に記載のデバイス。
（項目７０）
　上記デバイスは、流体の受け取りを示す指標を含む、項目５８に記載のデバイス。
（項目７１）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　開口部および流動活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、上記被検
体から流体が放出されるようにするために配列されている、流体輸送体と、
　周囲圧力より低い圧力を提供する真空源と、
　上記開口部と上記真空源との間に流体連結を作成するチャネルと
　を備え、
　上記流動活性化体は、上記チャネルに沿った上記開口部と上記真空源との間の流体連通
が可能になった後、作動させられる、デバイス。
（項目７２）
　上記流動活性化体は、上記流体連通が可能になった後、後退させられる、項目７１に記
載のデバイス。
（項目７３）
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　上記流動活性化体は、上記流体連通が可能になった後、展開される、項目７１に記載の
デバイス。
（項目７４）
　上記真空源は、上記被検体からの体液の導入前、大気圧より約３００ｍｍＨｇ以上低い
圧力を有する、項目７１に記載のデバイス。
（項目７５）
　上記真空源は、約１０ｍｌより小さい容積を有する、項目７１に記載のデバイス。
（項目７６）
　展開方向および後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されているエフェ
クタをさらに備えている、項目７１に記載のデバイス。
（項目７７）
　上記エフェクタは、一緒に取り付けられている展開アクチュエータおよび後退アクチュ
エータを含み、上記展開アクチュエータは、上記展開方向に上記流動活性化体を移動させ
るために配列され、上記後退アクチュエータは、上記後退方向に上記流動活性化体を移動
させるために配列されている、項目７６に記載のデバイス。
（項目７８）
　上記展開アクチュエータは、上記後退アクチュエータが上記後退方向に上記流動活性化
体を移動させるよりも高い速度で、上記展開方向に上記流動活性化体を移動させる、項目
７７に記載のデバイス。
（項目７９）
　基部およびカバーを含む筐体をさらに備え、上記基部およびカバーは、上記流動活性化
体および上記エフェクタを封入し、上記筐体の一部分は、上記開口部を画定する、項目７
６に記載のデバイス。
（項目８０）
　上記真空源は、上記筐体によって画定され、上記開口部から上記筐体の中への流体の流
動を引き起こすように配列されている、項目７９に記載のデバイス。
（項目８１）
　上記デバイスの表面上に位置付けられた接着剤をさらに備え、上記デバイスの表面は、
上記被検体の皮膚に適用される、項目７１に記載のデバイス。
（項目８２）
　上記チャネルへの流体連結を有する上記貯蔵チャンバをさらに備え、上記チャネルの中
の流体は、貯蔵チャンバに進入する、項目７１に記載のデバイス。
（項目８３）
　上記真空源と上記開口部との間の流動を制御するために配列されているシールをさらに
備えている、項目７１に記載のデバイス。
（項目８４）
　展開方向および後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されているエフェ
クタをさらに備えている、項目８３に記載のデバイス。
（項目８５）
　デバイスアクチュエータをさらに備え、デバイスアクチュエータの作動は、流体連通が
可能になること、および上記流動活性化体の作動が起きるようにする、項目７１に記載の
デバイス。
（項目８６）
　上記チャネルに沿った上記開口部と上記真空源との間の流体連通は、上記穿刺部材によ
って可能にされ、上記穿刺部材は、上記デバイスアクチュエータが作動させられたときに
上記穿刺部材が移動することができるように、上記デバイスアクチュエータに機械的に連
結されている、項目８５に記載のデバイス。
（項目８７）
　上記デバイスアクチュエータの作動後、流体連通が可能になることおよび上記流動活性
化体の作動は、上記デバイスアクチュエータに適用される任意の後続の力とは無関係であ
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る、項目８５に記載のデバイス。
（項目８８）
　後退方向に上記流動活性化体を移動させる後退アクチュエータをさらに備えている、項
目８７に記載のデバイス。
（項目８９）
　上記後退アクチュエータは、ねじりバネを備えている、項目８８に記載のデバイス。
（項目９０）
　上記流動活性化体は、圧力差によって作動させられる、項目７１に記載のデバイス。
（項目９１）
　上記デバイスは、流体の受け取りを示す指標を含む、項目７１に記載のデバイス。
（項目９２）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　周囲圧力より低い圧力を提供する真空源と、
　開口部、および上記被検体から流体が放出されるようにするために配列されている流動
活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、展開方向および後退方向に移
動可能である、流体輸送体と、
　上記開口部と上記真空源との間に流体連結を作成するチャネルと
　を備え、
　上記チャネルを通る上記開口部と上記真空源との間の流体連通は、上記流動活性化体が
上記後退方向に移動させられる前に可能にされる、デバイス。
（項目９３）
　上記チャネルを通る上記開口部と上記真空源との間の流体連通は、上記流動活性化体が
上記展開方向に移動させられる前に可能にされる、項目９２に記載のデバイス。
（項目９４）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　開口部および流動活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、上記被検
体から流体が放出されるようにするために配列されている、流体輸送体と、
　周囲圧力より低い圧力を提供する真空源と、
　上記開口部と上記真空源との間に流体連結を作成するチャネルと、
　上記流動活性化体を作動させ、上記チャネルを通る上記開口部と上記真空源との間の流
体連通を可能にするデバイスアクチュエータと
　を備えている、デバイス。
（項目９５）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　流動活性化体を含む流体輸送体であって、上記流動活性化体は、上記被検体から流体が
放出されるようにするために配列されている、流体輸送体と、
　上記流動活性化体の任意の展開移動前に、最初の貯蔵されたポテンシャルエネルギーを
有するエフェクタであって、上記エフェクタは、上記貯蔵されたポテンシャルエネルギー
を放出して上記流動活性化体を後退させるように配列されている、エフェクタと
　を備えている、デバイス。
（項目９６）
　被検体から流体を受け取るためのデバイスであって、上記デバイスは、
　流動活性化体を含む筐体であって、上記流動活性化体は、上記被検体から流体が放出さ
れるようにするために配列され、上記筐体に対して移動可能である、筐体と、
　展開方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されている展開アクチュエータと
、
　後退方向に上記流動活性化体を移動させるために配列されている後退アクチュエータと
、
　を備え
　上記流動活性化体、上記展開アクチュエータ、および上記後退アクチュエータは、実質
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的に同心円状に整列させられている、デバイス。
（項目９７）
　上記展開アクチュエータと上記後退アクチュエータとの間に位置するスペーサ要素をさ
らに備え、上記スペーサ要素は、上記展開アクチュエータと同心円状に整列させられてい
る、項目９６に記載のデバイス。
（項目９８）
　上記展開アクチュエータは、上記流動活性化体に連結されている、項目９６に記載のデ
バイス。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の側面による、流体受け取りデバイスの斜視図である。
【図２】図２は、図１に示されるデバイスの裏面の斜視図である。
【図３】図３は、カバーが除去された、図１に示されるデバイスの斜視図である。
【図４】図４は、図１に示されるデバイスの断面図である。
【図５】図５は、図１に示されるデバイスの分解図である。
【図６】図６Ａ－６Ｃは、図１のデバイスの流動活性化体の一連の３つの状態を示す。
【図７Ａ】図７Ａは、特定の配列で後退アクチュエータおよび展開アクチュエータを含む
、エフェクタの拡大図である。
【図７Ｂ】図７Ｂは、図７Ａに示される配列の裏面図である。
【図８】図８は、図１に示されるデバイスの後退アクチュエータ用の解放要素の接近図で
ある。
【図９】図９は、図１に示されるデバイスの後退アクチュエータの一部分の拡大図である
。
【図１０】図１０は、貯蔵容器と真空源との間の関係を図示する、図１に示されるデバイ
スの領域の拡大図である。
【図１１】図１１は、別個のリトラクタおよびシールアクチュエータ部分を有する、本発
明の別の実施形態におけるデバイスの斜視図である。
【図１２】図１２は、図１１に示されるデバイスの中のリトラクタ部分およびシールアク
チュエータ部分の拡大図である。
【図１３】図１３は、図１１に示されるデバイスの分解図である。
【図１４】図１４は、図１１に示されるデバイスの断面図である。
【図１５】図１５は、カバーが除去され、回転可能な解放要素を有する、本発明のさらに
別の実施形態におけるデバイスの斜視図である。
【図１６】図１６は、図１５に示されるデバイスの中の傾斜係合領域の拡大である。
【図１７】図１７は、図１５に示されるデバイスの分解図である。
【図１８】図１８は、図１５に示されるデバイスの断面図である。
【図１９】図１９は、摺動トリガ先端を有する、本発明のさらに別の実施形態におけるデ
バイスの斜視図である。
【図２０】図２０は、図１９に示されるデバイスの裏面の斜視図である。
【図２１】図２１は、カバーが除去された、図１９に示されるデバイスの斜視図である。
【図２２】図２２は、カバーが除去され、図２１に示される図とは異なる角度における、
図１９に示されるデバイスの斜視図である。
【図２３Ａ】図２３Ａは、図２２に示されるデバイスからのトリガブリッジの拡大である
。
【図２３Ｂ】図２３Ｂは、図２３Ａに示される拡大の裏面の斜視図である。
【図２４】図２４は、図１９に示されるデバイスの分解図である。
【図２５】図２５は、図１９に示されるデバイスの断面図である。
【図２６Ａ】図２６Ａ－２６Ｄは、流動活性化体を展開アクチュエータに接続するための
種々の配列を示す。
【図２６Ｂ】図２６Ａ－２６Ｄは、流動活性化体を展開アクチュエータに接続するための
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種々の配列を示す。
【図２６Ｃ】図２６Ａ－２６Ｄは、流動活性化体を展開アクチュエータに接続するための
種々の配列を示す。
【図２６Ｄ】図２６Ａ－２６Ｄは、流動活性化体を展開アクチュエータに接続するための
種々の配列を示す。
【図２７】図２７は、真空放出用の中空スパイクを有する、本発明のさらに別の実施形態
におけるデバイスの断面図である。
【図２８】図２８は、カバーが除去された、図２７に示されるデバイスの斜視図である。
【図２９】図２９は、抵抗アームを含む解放要素の拡大図である。
【図３０】図３０は、解放要素の屈曲を描写する、図２７に示されるものに類似するデバ
イスの別の断面図である。
【図３１】図３１は、先細の脚部を有する、解放要素の作動リングの拡大図である。
【図３２Ａ】図３２Ａは、解放要素とエフェクタとの間の初期接触を描写する。
【図３２Ｂ】図３２Ｂは、作動リングが展開アクチュエータに接触し始めたときの解放要
素の作動リングとエフェクタとの間の干渉係合を描写する。
【図３３】図３３は、指標を有する、デバイスの俯瞰図である。
【図３４】図３４は、カバーが除去された、図３３に示されるデバイスの斜視図である。
【図３５】図３５は、アクセスポートを有する、本発明のさらに別の実施形態におけるデ
バイスの裏面の斜視図である。
【図３６Ａ】図３６Ａは、図３５に示されるものに類似するアクセスポートの拡大図であ
る。
【図３６Ｂ】図３６Ｂは、図３５に示されるものに類似するアクセスポートと相互作用す
る、ピペットの拡大図である。
【図３７】図３７は、アクセスポートおよび貯蔵チャンバと相互作用するピペットの拡大
図である。
【図３８】図３８は、アクセスポートを覆うシールを伴うデバイスの裏面図である。
【図３９】図３９は、デバイスカバーと相互作用する回転可能な解放要素を有する、本発
明のさらに別の実施形態におけるデバイスの斜視図である。
【図４０Ａ】図４０Ａは、カバーが除去された、図３９に示されるデバイスの接近図であ
る。
【図４０Ｂ】図４０Ｂは、後退アクチュエータおよびエフェクタが図から隠されている、
図４０Ａに示される斜視図である。
【図４１】図４１は、デバイスカバーが透視で示された、図４０Ａに示される接近図であ
る。
【図４２】図４２は、図３９に示されるデバイスからのデバイスカバーの一部分の拡大図
である。
【図４３】図４３は、デバイスカバーが透視で示される、デバイスカバーと相互作用する
、図３９に示されるデバイスのスピナランプの斜視図である。
【図４４】図４４は、解放要素およびねじりバネを有する、本発明のさらに別の実施形態
におけるカバーが除去されたデバイスの斜視図である。
【図４５】図４５は、図４４に示されるデバイスからのエフェクタおよび展開アクチュエ
ータの拡大図である。
【図４６Ａ】図４６Ａは、図４４に示されるデバイスからの解放要素の底面斜視図である
。
【図４６Ｂ】図４６Ｂは、基部が隠され、ねじりバネおよびエフェクタが透視で示された
、図４４に示されるデバイスの側面図である。
【図４７】図４７は、保護キャップを有する、本発明のさらに別の実施形態におけるデバ
イスの断面図である。
【図４８】図４８Ａ－Ｇは、種々のスパイク幾何学形状の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１３】
　本発明の側面は、用途において、以下の説明で記載される、または図面で図示される、
構造および構成要素の配列の詳細に限定されない。例えば、皮膚を穿刺し、穿刺された皮
膚から放出される血液を受け取ることに関する例証的実施形態が、以下で論議されるが、
本発明の側面は、皮膚を穿刺する、および／または血液を受け取るデバイスを用いた使用
に限定されない。穿刺することなく他の体液を受け取るデバイス等の、他の実施形態が採
用され得、本発明の側面は、種々の方法で実践または実行され得る。また、本明細書で使
用される表現および用語は、説明の目的のためであり、限定的と見なされるべきではない
。
【００１４】
　図１は、本発明の種々の側面を組み込む、流体受け取りデバイス１を示す。図１は、本
発明の側面の多くを組み込むが、本発明の任意の好適な数の側面が、流体受け取りデバイ
スに組み込まれ得る。したがって、本発明の側面は、単独で、または互の任意の好適な組
み合わせで使用され得る。この例証的実施形態は、カバー２０および基部１００を含み、
それらは、一緒に接合され、デバイス１の種々の部品を封入し、デバイス１に被検体から
流体を受け取らせるために使用されるデバイスアクチュエータ１０等の１つ以上の外部特
徴を支持するように協働し得る。基部１００およびカバー２０は、ポリエステル（ＰＣＴ
ＡまたはＰＥＴＧ）または低いガス透過率を伴う他のポリマーから形成され得、または別
様にそれらを含み得る。この実施形態におけるデバイスアクチュエータ１０は、ユーザに
よって（例えば、指で押すことによって）作動させられるように配列されるが、デバイス
アクチュエータ１０は、他の方法で、例えば、流体受け取りデバイス１に被検体から流体
を受け取らせるように、機械、電気信号、または他の好適な配列による作動のために配列
され得る。デバイスアクチュエータ１０の作動は、自動的に、例えば、経過タイマまたは
他の刺激あるいは条件に応答して、または手動で起こり得る。いくつかの実施形態では、
デバイスアクチュエータ１０は、示されるような押しボタン、以下でさらに論議される摺
動ボタン、タッチスクリーンインターフェース、スイッチ、または他のユーザ作動可能配
列等を含み得る。場合によっては、デバイスアクチュエータ１０は、デバイス１の作動を
１回だけ可能にし、例えば、デバイスアクチュエータ１０は、さらなる作動を防止する位
置に係止され得、またはデバイス１が複数回作動させられることを可能にし得る。
【００１５】
　本発明の一側面によれば、デバイス１は、被検体から流体を受け取る流体輸送体を含み
得る。流体輸送体は、身体からの体液が蓄積し得るアプリケータ領域を含み得る。いくつ
かの実施形態では、アプリケータ領域は、皮膚の表面から流体を受け取ることができる、
デバイスの基部内の陥凹またはへこみであり得る。アプリケータ領域は、任意の好適な形
状を有し得る。例えば、アプリケータ領域は、略半球形、半卵形、長方形、不整形等であ
り得る。アプリケータ領域に関するさらなる詳細は、その全体で参照することにより本明
細書に組み込まれる、本明細書と同日付に出願された、それぞれ「Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｎｇ　ａ　Ｆｌｕｉｄ　ｆｒｏｍ　ａ　
Ｓｕｂｊｅｃｔ」と題された、米国および国際特許出願で見出すことができる。また、２
０１１年４月２９日に出願された、Ｈａｇｈｇｏｏｉｅらによる「Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｎｇ　ａ　Ｆｌｕｉｄ　ｆｒｏｍ　ａ　
Ｓｕｂｊｅｃｔ」と題された米国仮特許出願第６１／４８０，９６０号も、その全体で参
照することにより本明細書に組み込まれる。
【００１６】
　流体輸送体は、デバイス内に流体を受け取るように構成される、任意のサイズおよび／
または幾何学形状の開口部を含み得る。例えば、開口部は、２次元平面にあり得、または
開口部は、３次元空洞、孔、溝、細隙等を含み得る。いくつかの実施形態では、流体輸送
体はまた、例えば、被検体の皮膚を穿刺することによって、被検体から流体が放出される
ようにするために配列されている、１つ以上の極微針等の流動活性化体を含み得る。いく
つかの実施形態では、流体が、流動活性化体を包囲するエンクロージャを部分的または完
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全に充填し得る場合には、エンクロージャは、流体輸送体の少なくとも一部を画定するこ
とができる。
【００１７】
　デバイスは、必ずしも被検体から流体放出を引き起こすための機構を採用しないことが
あるので、流動活性化体が、全ての実施形態で含まれる必要はないことに留意されたい。
例えば、デバイスは、切断または摩耗等の別の原因、別個のランセット等の別個かつ独立
したデバイスによる流体放出、外科手術中等の開放流体アクセス等により、すでに放出さ
れている流体を受け取り得る。加えて、流体は、排尿、吐出、デバイスに流体を注ぐこと
等を介して、デバイスに導入され得る。含まれる場合、流動活性化体は、物理的に貫通し
、穿刺し、および／または摩耗させ、化学的に剥離し、腐食し、および／または刺激し、
電磁、音響、または他の波を放出および／または産生し、被検体から流体を放出させるよ
うに別様に動作し得る。流動活性化体は、例えば、針を移動させる可動機構を含んでもよ
く、または機能するために移動を要求しなくてもよい。例えば、流動活性化体は、圧力を
受けて流体を被検体に運搬するジェット式注射器または「ハイポスプレー」、流体を運搬
および／または受け取る空気圧システム、流体を吸着または吸収する吸湿剤、逆イオンフ
ォトレシスシステム、超音波、あるいは熱、無線周波数、および／またはレーザエネルギ
ーを放出する変換器等を含み得、それらのうちのいずれも、必ずしも被検体から流体を放
出させるために流動活性化体の移動を要求する必要がない。
【００１８】
　図２は、開口部１３０、アプリケータ領域１３１、および流動活性化体９０を含む流体
輸送体１２０を伴う図１の流体受け取りデバイス１の裏面を示す。この実施形態では、流
動活性化体９０は、１本以上の針を含む。以下でさらに詳細に説明されるように、針は、
被検体の皮膚を穿刺するように開口部１３０から拡張され、次いで、血液または他の流体
が開口部１３０に進入することを可能にするように、開口部の中へ後退させられ得る。つ
まり、被検体から血液を受け取るようにデバイス１を使用するために、開口部１３０が皮
膚に隣接するように、基部１００が皮膚上に配置され得る。その後、デバイスアクチュエ
ータ１０は、針を展開させるように押下され得、皮膚を穿刺し、血液を放出させる。血液
は、開口部に進入し、貯蔵チャンバ１４０において収集され得る。一実施形態では、血液
は、開口部１３０から貯蔵チャンバ１４０の中へ血液を引き込む、デバイス１における比
較的低い圧力（真空）の結果として、貯蔵チャンバ１４０に流入する（図４参照）。
【００１９】
　針は、任意の好適な幅、長さ、および／または他のサイズであり得、針は各々、中実ま
たは中空であり得る。針は、円形、正方形、卵形、楕円形、長方形、丸みを帯びた長方形
、三角形、多角形、六角形、不整形等の（例えば、貫通の方向と垂直である）任意の好適
な断面を有し得る。いくつかの実施形態では、針は、約５ｍｍ以下の長さを有し得る。代
替的な針配列に関する追加の情報が、以下で提供される。
【００２０】
　この実施形態（図４）では、デバイスアクチュエータ１０の起動が、流動活性化体９０
に被検体から血液または他の流体を放出させ、それは次いで、開口部１３０で受け取られ
る。次いで、血液または他の流体は、１つ以上のチャンバ１４０において収集され得る。
血液または他の流体の収集は、吸収、毛細管作用、吸引、または他の手段によって等、任
意の好適な方法で行われ得る。この例証的実施形態では、デバイスアクチュエータ１０の
起動は、血液または他の流体が、開口部１３０から、チャネル（図４参照、要素１１０）
を通ってチャンバ１４０まで流れ得るように、シール７６を開かせる。以下でさらに説明
されるように、デバイス１は、シール７６が開くと、開口部１３０からチャンバ１４０の
中へ血液または他の流体を引き込む、真空源を含み得る。つまり、シール７６の開放は、
開口部１３０からチャンバ１４０の中へ血液または他の流体を引き込ませる、比較的低い
圧力をチャンバ１４０に導入し得る。
【００２１】
　本発明の一側面では、流動活性化体は、展開アクチュエータおよび後退アクチュエータ
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によって作動させられ得る。例えば、流動活性化体は、移動可能であり得、流動活性化体
の移動は、展開アクチュエータおよび後退アクチュエータによって引き起こされ得る。展
開アクチュエータは、被検体の皮膚および／または他の表面に向かって、流動活性化体を
展開方向に移動させ得、後退アクチュエータは、被検体の皮膚および／または身体から離
して、流動活性化体を後退方向に移動させ得る。以下でさらに詳細に論議されるように、
展開および後退移動のために別個のアクチュエータを提供することは、場合によっては、
流動活性化体が展開および後退のために異なる速度で移動させることを可能にすること、
アクチュエータが血液または他の流体のための流体流路を開くこと等の他の追加の機能を
果たすことを可能にすること、展開前および展開後、流動活性化体がデバイス内の異なる
位置で始動または終了することを可能にすること等の利点を提供し得る。展開アクチュエ
ータおよび後退アクチュエータは各々、ボタン、スイッチ、レバー、スライダ、ダイヤル
、圧縮バネ、ベルビルバネ、サーボ、回転または線形電気モータ、および／または空気圧
装置、あるいは他の好適なデバイス等の任意の数の好適な構成要素を含み得る。また、展
開アクチュエータおよび後退アクチュエータは、同一の種類であり得、または異なる種類
のデバイスであり得る。各アクチュエータは、手動で、機械的に、電気的に、空気圧で、
電磁的に、または他の好適な動作モードで動作し得、起動のためにユーザ入力を必要とし
ても、しなくてもよい。
【００２２】
　本発明の側面によれば、エフェクタが、流動活性化体の展開および／または後退移動を
引き起こすように配列され得る。例えば、エフェクタは、展開アクチュエータおよび後退
アクチュエータの両方を含み得る。エフェクタは、ポリエステル（ＰＥＴＧまたはＰＣＴ
Ａ）、アセタール樹脂、アクリロニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）等から形成され
得、または別様にそれらを含み得る。図３、４、および５は、それぞれ、カバー２０が基
部１００から除去された、図１のデバイス１の斜視図、デバイス１の部分断面図、および
デバイス１の分解図を図示する。この実施形態では、デバイス１は、後退アクチュエータ
４０および展開アクチュエータ６０を含み、エフェクタガイド１０４に沿って基部１００
に対して上下方向に移動可能であるエフェクタ５０を含む。展開アクチュエータ６０の下
向きの移動が、流動活性化体９０を開口部１３０から少なくとも部分的に拡張させ得るよ
うに、展開アクチュエータ６０が、膜７２（図４参照）を介して流動活性化体９０に取り
付けられる。（以下でさらに論議されるように、貯蔵チャンバ１４０の中への流動を引き
起こすように制御可能に開かれるまで、比較的低い圧力が真空源１５６で維持されるよう
に、膜７２は、開口部１３０からデバイス１の中の真空源１５６を分離し得る。真空源１
５６は、密閉真空チャンバの形態であり得る）。この実施形態では、展開アクチュエータ
６０は、展開アクチュエータ６０を流動活性化体９０に取り付ける膜７２の一部を受け取
る中心孔を有する略ドーム形状を有する（たとえば、ベルビルバネの場合のように）。（
この実施形態では、流動活性化体９０は、膜７２を介して展開アクチュエータ６０に取り
付けられるが、流動活性化体９０は、例えば、流動活性化体９０から展開アクチュエータ
６０まで延在する垂直柱または他の構造を介して、展開アクチュエータ６０に直接接続さ
れ得る。）展開アクチュエータ６０は、最初に、図４に示される下向き凹状構成に配列さ
れ、例えば、解放要素３０に展開アクチュエータ６０の中心部分を下向きに押させるよう
に、デバイスアクチュエータ１０をユーザが押すことによって、上向き凹状構成に移動さ
せられ得る。展開アクチュエータ６０は、開口部１３０から流動活性化体９０を急速に拡
張し、被検体の皮膚または他の表面を穿刺するよう、下向き凹状構成から上向き凹状構成
まで急速に移動する好適な材料および構成で作製され得る。この実施形態における展開ア
クチュエータ６０は、ドーム形状を伴う可撓性バネとして配列されるが、展開アクチュエ
ータ６０は、任意の好適な形状および／またはサイズであり得る。例えば、展開アクチュ
エータ６０は、円形（図５に示される４本の脚部と違って「脚部」を持たない）、長円形
、三角形（３本の脚部を有する）、正方形（各脚部の間に真っ直ぐな側面を伴う４本の脚
部）、五角形（５本の脚部）、六角形（６本の脚部）、クモ脚型、星状、クローバ形状（
例えば、２、３、４、５等の任意の数のローブを伴う）、鋸歯状円盤または波形等であり
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得る。展開アクチュエータ６０は、いくつかの実施形態では、中央または他の場所に、示
されるよう中心孔、あるいはくぼみまたはボタン等の別の特徴を有し得る。展開アクチュ
エータ６０は、任意の好適な材料、例えば、ステンレス鋼（例えば、３０１、３０１ＬＮ
、３０４、３０４Ｌ、３０４ＬＮ、３０４Ｈ、３０５、３１２、３２１、３２１Ｈ、３１
６、３１６Ｌ、３１６ＬＮ、３１６Ｔｉ、３１７Ｌ、４０９、４１０、４３０、４４０Ａ
、４４０Ｂ、４４０Ｃ、４４０Ｆ、９０４Ｌ）、炭素鋼、バネ鋼、バネ黄銅、リン青銅、
ベリリウム銅、チタン、チタン合金鋼、クロムバナジウム、ニッケル合金鋼（例えば、Ｍ
ｏｎｅｌ　４００、Ｍｏｎｅｌ　Ｋ　５００、Ｉｎｃｏｎｅｌ　６００、Ｉｎｃｏｎｅｌ
　７１８、Ｉｎｃｏｎｅｌ　ｘ　７５０等）等の金属、ポリマー（例えば、ポリ塩化ビニ
ル、ポリプロピレン、ポリカーボネート等）、複合物または積層（例えば、繊維ガラス、
炭素繊維、竹、Ｋｅｖｌａｒ等を含む）等から形成され得、または別様にそれらを含み得
る。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、展開アクチュエータの全ての部分は、展開アクチュエータが
開口部１３０に向かって展開方向に移動するときに、ある距離未満を移動し得る。いくつ
かの実施形態では、展開アクチュエータの全ての部分は、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未満
、約３ｍｍ未満、約２ｍｍ未満、または約１ｍｍ未満を移動し得る。
【００２４】
　この実施形態における後退アクチュエータ４０は、板バネの形態の可逆的に変形可能な
構造を含むが、展開アクチュエータ６０のように、コイルバネ、発泡体、弾性ブラダ等の
他の配列が可能である。後退アクチュエータは、任意の好適な材料、例えば、１０９５バ
ネ鋼または３０１ステンレス鋼、あるいは１０７４／１０７５、５１６０、９２５５バネ
鋼等の他のバネ材料から形成され得、または別様にそれらを含み得る。後退アクチュエー
タ４０がデバイスアクチュエータ１０の作動に応じて解放されたとき、後退アクチュエー
タ４０（およびエフェクタ５０の他の部分）がエフェクタガイド１０４に沿って開口部１
３０から離れて移動することができるように、後退アクチュエータ４０は、エフェクタ本
体５０を介して展開アクチュエータ６０に取り付けられる。この後退運動は、開口部から
流動活性化体９０および展開アクチュエータ６０も引き離す。具体的には、少なくとも部
分的に図４および５で示されるように、デバイス１の作動前、後退アクチュエータ４０は
、ポテンシャルエネルギーを貯蔵する圧縮状態にある。つまり、後退アクチュエータ４０
の中心は、後退アクチュエータ４０の４本アームが弾性的に変形させられるように、組立
中に下向きに押される。後退アクチュエータ４０は、デバイス１が作動させられるまで基
部１００と係合している後退アクチュエータ４０の耳部分１０３（図８および９参照）に
よって、この押下状態で保持される。しかしながら、デバイスアクチュエータ１０がデバ
イス作動中に押し下げられたとき、解放要素３０のアーム３１が、基部１００から耳部分
１０３を解放するようにタブ４１と係合し、後退アクチュエータ４０の中心部分が開口部
１３０から離れて後退方向に移動することを可能にする。展開アクチュエータ６０および
流動活性化体９０が後退アクチュエータ４０に取り付けられているので、開口部１３から
離れた上向きの後退アクチュエータ４０の移動が、開口部１３０から流動活性化体９０を
後退させる。加えて、開口部１３０から離れた上向きの後退アクチュエータ４０の移動は
また、開口部１３０から離して後退方向に展開アクチュエータ６０を移動させ得る。いく
つかの実施形態では、展開アクチュエータ６０の全ての部分は、展開アクチュエータ６０
が開口部１３０から離れて後退方向に移動するときに、ある距離未満を移動し得る。いく
つかの実施形態では、展開アクチュエータの全ての部分は、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未
満、約３ｍｍ未満、約２ｍｍ未満、または約１ｍｍ未満を移動し得る。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、図４に示されるように、スペーサ要素３２が、展開アクチュ
エータ６０と後退アクチュエータ４０との間に位置する。スペーサ要素３２は、展開アク
チュエータ６０と解放要素３０との間の間隙を排除するのに役立ち得る。デバイスアクチ
ュエータ１０の作動は、解放要素３０にスペーサ要素３２を押し下げさせ得、それがひい
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ては、展開アクチュエータ６０を押し進め、展開アクチュエータ６０に流動活性化体９０
を展開方向に移動させ得る。いくつかの実施形態では、流動活性化体９０、展開アクチュ
エータ６０、後退アクチュエータ４０、およびスペーサ要素３２は、実質的に同心円状に
整列させられる。
【００２６】
　流動活性化体９０のために展開アクチュエータ６０および後退アクチュエータ４０の両
方を提供することによって、流動活性化体９０は、展開および後退の両方のために任意の
好適な移動を有するように制御され得る。例えば、流動活性化体９０は、後退方向よりも
展開方向に急速に移動させられ得、それは、血液を放出するように皮膚を穿刺するときに
疼痛を潜在的に低減させることが分かっている。つまり、展開アクチュエータ６０は、下
向き凹状から上向き凹状構成まで比較的急速に移動し、流動活性化体９０を皮膚または別
の表面に迅速に挿入するように配列され得る。その後、流動活性化体９０は、例えば、後
退アクチュエータ４０の減衰運動または他の好適な配列によって、展開アクチュエータ６
０よりも後退アクチュエータ４０によって流動活性化体９０に及ぼされる比較的低い力に
よって制御されるように、後退アクチュエータ４０によって、よりゆっくりと皮膚から引
き出され得る。他の実施形態では、別個の展開および後退アクチュエータを有することに
より、後退方向等の別の方向よりも展開方向等の１つの方向で、より短い可動域を可能に
し得る。例えば、展開のために比較的短い距離を流動活性化体９０に移動させることによ
って、展開アクチュエータ６０は、比較的小型に作製され得るが、流動活性化体９０を皮
膚に挿入するように好適に高い力を生成し得る。対照的に、後退中に流動活性化体９０に
よって移動される比較的長い距離は、血液のプールまたは他の集まりが、デバイス１によ
る受け取りのための空洞または他の空間に進入することを可能にするように、好適に活性
化体９０を引き出し得る。加えて、短い展開距離が、長い移動距離に固有の整列誤差を最
小限化し得る。
【００２７】
　故に、本発明の一側面では、流動活性化体は、流動活性化体と皮膚または他の表面との
間の最終的な後退後距離とは異なる、皮膚または別の表面からの最初の展開前距離に位置
し得る。この側面は、エフェクタの一部としてのモータ、サーボ、または自動デバイスに
よって等、多くの異なる方法で提供することができるが、図１－５の実施形態のエフェク
タ５０は、流動活性化体９０が展開前に開口部１３０に比較的近く、展開後に開口部１３
０から比較的遠く離れて位置する、配列を提供し得る。図６Ａ－６Ｃは、それぞれ、流動
活性化体９０の展開前の初期状態、標的皮膚または他の表面から流体の放出を引き起こす
ように、流動活性化体が開口部１３０から拡張されているか、または別様に位置付けられ
ている中間状態、および流動活性化体９０が後退させられている最終状態を含む、図１－
５のデバイス１の３つの状態の一連の概略図を示す。
【００２８】
　図６Ａで見ることができるように、開口部１３０と流動活性化体９０との間の展開前距
離１８１は、１ｍｍ以下等、比較的小さい。この状態で、後退アクチュエータ４０は、圧
縮され、展開アクチュエータ６０は、下向き凹状配列にある。図６Ｂに示されるように、
展開アクチュエータ６０は、流動活性化体９０が展開されるように、上向き凹状構成に反
転される。後退アクチュエータ４０はまた、例えば、ユーザが解放要素３０を押し下げる
ことによって、さらに圧縮され得るが、他の実施形態では、後退アクチュエータ４０は、
さらに圧縮、または変形させられる必要はない。図６Ｃに示されるように、開口部１３０
と流動活性化体９０との間の後退後距離１８３は、展開前距離１８１よりも大きく、場合
によっては有意に大きくあり得る。例えば、流動活性化体９０が開口部１３０から完全に
後退させられる後退後距離１８３は、２～３ｍｍ以上であり得る。開口部１３０からの流
動活性化体９０の後退は、被検体から放出された血液または他の流体が集合し、および／
またはデバイス１によって受け取られ得る空間を提供し得る。しかしながら、後退後距離
が、展開前距離よりも小さい、または展開前距離と同一である、他の配列が可能であり、
本発明の全ての側面は、この点に関して必ずしも限定されない。
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【００２９】
　図７Ａおよび７Ｂは、図１－５の実施形態のエフェクタ５０の上面斜視図および底面斜
視図を示し、エフェクタ５０の運動が制御される方法をより良く図示するのに役立つ。図
７Ａに示されるように、後退アクチュエータ４０は、中心孔を有する中心本体から放射状
に広がる、８本の脚部を有する。より短い脚部のうちの２本が、後退アクチュエータ４０
の孔４６を通って延在する２本の柱５２を介して、後退アクチュエータ４０をエフェクタ
本体５０に取り付ける。柱頭部５２の直径は、孔４６よりも大きく作製され、したがって
、後退アクチュエータ４０をエフェクタ本体５０に固定し得る。後退アクチュエータ４０
は、代替として、接着剤（例えば、テープ、液体）、機械的締結（例えば、締り嵌め、ス
ロット／溝、ネジ）、または熱的方法（例えば、熱かしめ）によって、エフェクタ本体５
０に取り付けられ得、この点に関して限定されない。後退アクチュエータ４０の他の脚部
４８は、例えば、エフェクタ５０の後退移動を提供するように、エフェクタ本体５０に対
して屈曲するように自由なままであり得る。脚部４８のうちの２本は、基部１００と係合
し、流動活性化体９０の展開前に圧縮された初期位置で後退アクチュエータ４０を保持す
る働きをする、耳部分１０３を含む。耳部分１０３が基部１００と係合するために本体に
向かって移動することを可能にするように、空間または間隙４３が、耳部分１０３とエフ
ェクタ本体５０との間に提供される。上記で説明され、図７Ｂに示されるように、展開ア
クチュエータ６０は、中心孔６６と、エフェクタ本体５０の溝５６内で保持されるローブ
６２とを含む。展開アクチュエータ６０は、エフェクタ本体５０に取り付けられるが、展
開アクチュエータ６０の中心部分６４は、展開アクチュエータ６０が移動して流動活性化
体９０を展開し得るように、エフェクタ本体５０に対して変位可能なままである。
【００３０】
　上記で論議されるように、エフェクタ５０は、基部１００に載置され、基部１００から
突出するエフェクタガイド１０４を介して、運動を誘導され得る。図８は、後退アクチュ
エータ４０が圧縮された初期状態で基部１００と係合する方法を図示する、後退アクチュ
エータ４０の接近図を示す一方で、図９は、圧縮された初期状態で後退アクチュエータ４
０を保持するように基部１００と係合する、後退アクチュエータ４０の脚部４８のうちの
２本の脚部上の耳部分１０３の接近図を示す。エフェクタ５０がエフェクタガイド１０４
によって好適に保持されると、基部１００上の対応する突出１０１の下にタブ４１の耳部
分１０３を位置付けることができるように、エフェクタ５０が下向きに押される。耳部分
１０３が突出１０１と係合されると、脚部４８のバネ力がエフェクタ５０を付勢して後退
方向に上向きに移動させるように、エフェクタ５０が解放され得る。しかしながら、耳部
分１０３が突出１０１と係合されることにより、エフェクタ５０は、圧縮状態で保持され
る。この展開前配列では、流動活性化体９０は、開口部１３０からの初期展開前距離１８
１（図６参照）にあり得る。いくつかの実施形態では、この展開前距離１８１は、展開ア
クチュエータ６０の作動が、流動活性化体９０を被検体の皮膚に到達させ、流動活性化体
９０が皮膚を貫通および／または穿刺して流体流動を引き起こすことを可能にするように
、配列され得る。したがって、初期半圧縮状態で後退アクチュエータ４０を事前装填させ
ることにより、デバイスアクチュエータ１０の作動時に流動活性化体９０が展開の準備が
できた状態になることを可能にする、展開前距離１８１で流動活性化体９０を保持し得る
。
【００３１】
　図８はまた、後退アクチュエータ４０が流動活性化体９０を後退させるように解放され
得る方法も図示する。デバイスアクチュエータ１０および解放要素３０が下向きに移動さ
せられたときに、アーム３１の傾斜部分が、タブ４１を外向きに、かつエフェクタ本体５
０から離して押すように、解放要素３０のアーム３１が、タブ４１と係合し得る。これは
、突出１０１から耳部分１０３を解放し、後退アクチュエータ４０の変形した脚部の付勢
を受けて、エフェクタ５０が上向きに移動することを可能にする。解放要素３０は、ポリ
エステル（ＰＥＴＧまたはＰＣＴＡ）、アセタール樹脂、アクリロニトリルブタジエンス
チレン（ＡＢＳ）等から形成され得、または別様にそれらを含み得る。この実施形態では
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、後退アクチュエータ４０は、耳部分１０３および突出１０１を含む解放可能なラッチ配
列を介して、基部１００と係合することが示されているが、本発明は、この点に関して限
定されないので、解放可能なレバー、摺動解放、戻り止め、楔を使用して、または極性を
反転させることによって分離可能である磁石等の他の配列が可能である。
【００３２】
　本発明の別の側面では、エフェクタは、流動活性化体の任意の展開移動前、最初の貯蔵
されたポテンシャルエネルギーを有し得る。つまり、エフェクタは、流動活性化体を展開
および／または後退させ、あるいは流体受け取りデバイスの他の部品の他の運動を引き起
こすために使用される、貯蔵されたバネエネルギー、または例えば、弾性的に変形させら
れた要素に貯蔵された他の機械エネルギー、貯蔵された化学エネルギー、貯蔵された電気
エネルギー等を有し得る。上記で説明されるように、流動活性化体９０の展開前、後退ア
クチュエータ４０は、基部１００上の突出要素１０１との脚部４８の耳部分１０３の係合
によって、圧縮状態で保持され得る。後退アクチュエータ４０の圧縮は、流動活性化体９
０を後退させること等の異なる動作に使用することができるポテンシャルエネルギーを後
退アクチュエータ４０に貯蔵する。したがって、初期圧縮状態で後退アクチュエータ４０
を有することにより、デバイスの作動時にエネルギーがシステムに入力されることを要求
することなく、後退アクチュエータ４０がポテンシャルエネルギーを貯蔵し、作動の準備
ができた状態になることを可能にする。
【００３３】
　本発明の別の側面では、流動活性化体は、後退方向よりも展開方向に速く移動し得る。
上記で論議される実施形態では、展開アクチュエータ６０は、急速に、例えば、双安定的
に、初期展開前位置から展開位置に移動するように配列され得る。対照的に、後退アクチ
ュエータ４０は、例えば、比較的低いバネ定数または他の特性を有し、後退運動の少なく
とも一部の間に、より遅い速度で流動活性化体９０を移動させるように配列され得る。一
組の実施形態では、流動活性化体９０は、流動活性化体９０が最初に皮膚に接触する点で
、少なくとも約０．１ｃｍ／秒、少なくとも約０．３ｃｍ／秒、約１ｃｍ／秒、少なくと
も約３ｃｍ／秒、少なくとも約１０ｃｍ／秒、少なくとも約３０ｃｍ／秒、少なくとも約
１ｍ／秒、少なくとも約２ｍ／秒、少なくとも約３ｍ／秒、少なくとも約４ｍ／秒、少な
くとも約５ｍ／秒、少なくとも約６ｍ／秒、少なくとも約７ｍ／秒、少なくとも約８ｍ／
秒、少なくとも約９ｍ／秒、少なくとも約１０ｍ／秒、少なくとも約１２ｍ／秒等の速度
で、展開することができる。いずれの理論によっても拘束されるわけではないが、比較的
速い展開速度は、（皮膚を変形させること、または応答して皮膚を移動させることなく）
皮膚を貫通する流動活性化体の能力を増加させ、および／または皮膚への流動活性化体の
適用によって感じられる疼痛の量を減少させ得ることが考えられる。本明細書で説明され
るものを含む、皮膚への貫通速度を制御する任意の好適な方法が使用され得る。
【００３４】
　流動活性化体９０の後退は、例えば、流動活性化体９０の引き出しと関連付けられる任
意の疼痛を低減させるのに役立つように、展開よりも遅い速度で起こり得る。後退アクチ
ュエータ４０が、例えば、バネ、弾性部材、折り畳み式発泡体等の場合のように、電気的
に制御されない機械要素のみを含む場合、バネまたは他の要素は、所望の後退速度を提供
するように設計され、または別様に配列され得る。代替として、１つ以上のダンパ等の他
の機械要素が、引き出し速度を制御するように提供され得る。いくつかのサーボ、空気圧
システム等の他の電気的に制御されたシステムは、所望の後退速度を提供するように、開
または閉ループ制御を組み込み得る。手動操作型後退アクチュエータの場合、ユーザは、
後退の速度を制御することが可能であり得る。例えば、バネの形態の後退アクチュエータ
は、力がデバイスアクチュエータから徐々に排除された場合、よりゆっくりと後退し得る
。しかしながら、力が急激に除去された（例えば、ユーザがデバイスアクチュエータを突
然解放した）場合、後退は、より迅速に起こり得るが、可能な限り速い後退速度は、展開
速度よりも依然として遅くあり得る。
【００３５】
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　いくつかの側面では、流体受け取りデバイスは、被検体から受け取られた流体を保持す
るための１つ以上のチャンバまたは容器１４０を含み得る。場合によっては、チャンバは
、１つ以上の流体輸送体および／または１つ以上の流体チャネルと流体連通し得る。例え
ば、流体受け取りデバイスは、（例えば、貯蔵および／または以降の分析のために）被検
体から引き出された流体を収集するためのチャンバ、被検体に運搬するための流体（例え
ば、血液、生理食塩水、薬剤、ホルモン、ビタミン、医薬品等を随意的に含む）を含むた
めのチャンバ等を含み得る。
【００３６】
　本発明の一側面では、デバイスは、真空源を含み得る。真空（周囲以下の圧力）は、デ
バイスの開口部１３０の中への流体流動を促進するのに役立ち得、および／または流動活
性化体９０と接触するために開口部１３０の中へ皮膚を引き込むのに役立ち得、および／
または開口部１３０からチャンバ１４０までの流体流動を促進するのに役立ち得る。場合
によっては、真空源は、デバイス内で内蔵型であるものであり得、すなわち、デバイスは
、皮膚から、および／または皮膚下から、血液または間質液を引き出すために、デバイス
の使用中に外部真空源（例えば、家庭用真空）に接続される必要がない。例えば、図４に
示されるように、一組の実施形態では、真空源は、血液（または他の流体）がデバイスの
中へ引き込まれる前に周囲圧力より低い圧力を有する、真空源１５６を含み得、すなわち
、真空源１５６は、「陰圧」（つまり、周囲圧力に対して負である）または「減圧」（ま
たは単に「真空」を有する）にあり得る。例えば、周囲圧力が大気圧にある場合、真空源
の中の真空は、少なくとも約５０ｍｍＨｇ、少なくとも約１００ｍｍＨｇ、少なくとも約
１５０ｍｍＨｇ、少なくとも約２００ｍｍＨｇ、少なくとも約２５０ｍｍＨｇ、少なくと
も約３００ｍｍＨｇ、少なくとも約３５０ｍｍＨｇ、少なくとも約４００ｍｍＨｇ、少な
くとも約４５０ｍｍＨｇ、少なくとも約５００ｍｍＨｇ、少なくとも５５０ｍｍＨｇ、少
なくとも６００ｍｍＨｇ、少なくとも６５０ｍｍＨｇ、少なくとも約７００ｍｍＨｇ、ま
たは少なくとも約７５０ｍｍＨｇであり得、すなわち、周囲大気圧より低い。しかしなが
ら、他の実施形態では、他の圧力が使用され得ること、および／または異なる方法が（大
気圧より大きい、または大気圧未満の）他の圧力を産生するために使用され得ることを理
解されたい。非限定的実施例として、外部真空または機械デバイスが、真空源として使用
され得る。例えば、デバイスは、内部真空源を備え得、および／または真空ポンプあるい
は外部（ライン）真空源等のデバイスの外部にある真空源に接続可能であり得る。場合に
よっては、真空は、手動で、例えば、シリンジポンプ、プランジャ等を操作することによ
って作成され得、または低い圧力は、機械的または自動的に、例えば、ピストンポンプ、
シリンジ、バルブ、ベンチュリ管、手動（口）吸引等を使用して作成され得る。
【００３７】
　したがって、場合によっては、デバイスは、好適な真空源（例えば、事前に真空排気さ
れた真空源１５６）とともに「事前包装」され得、例えば、一実施形態では、デバイスは
、皮膚に適用され、真空源を作成し、および／またはそれにアクセスするように、何らか
の様式で起動され得る。いくつかの実施形態では、内蔵型真空源が、デバイス内で真空を
作成するように、何らかの様式で作動させられ得る。例えば、内蔵型真空源は、ピストン
、シリンジ、デバイス内で真空を作成することが可能な真空ポンプ等の機械デバイス、お
よび／または、反応によって駆動される機械または他の手段の助けを借りて、圧力調節器
と関連付けられる圧力差を形成することができる、圧力を上昇または低下させるように反
応することができる化学物質あるいは他の反応物質を含み得る。化学反応はまた、化学反
応自体に基づく圧力の変化を伴って、または伴わずに、機械的作動を駆動することもでき
る。内蔵型真空源はまた、膨張性発泡体、形状記憶材料等を含むこともできる。
【００３８】
　場合によっては、デバイスは、デバイスが皮膚および／または開口部１３０に真空を印
加するのに役立つことができる界面１０５（図２、４、および５参照）を含む。界面１０
５は、例えば、吸引カップ、Ｋａｔｅｃｈｏ　１０Ｇまたは他の好適なヒドロゲル等のヒ
ドロゲル材料の層、あるいは皮膚の表面上に配置される円形のボウルであり得、真空は、
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界面１０５によってデバイス１にさらされる皮膚の部分に印加され得る。一組の実施形態
では、界面は、支持構造、例えば、基部１００の一部である。界面１０５は、任意の好適
な材料、例えば、ガラス、ゴム、シリコーン、ポリウレタン、ニトリルゴム、ＥＰＤＭゴ
ム、ネオプレン等のポリマーから形成され得る。場合によっては、界面１０５と皮膚との
間のシールは、例えば、真空グリース、ワセリン、ゲル、接着剤等を使用して、強化され
得る（例えば、漏出を低減させる）。場合によっては、界面１０５は、比較的小さく、例
えば、約５ｃｍ未満、約４ｃｍ未満、約３ｃｍ未満、約２ｃｍ未満、約１ｃｍ未満、約５
ｍｍ未満、約４ｍｍ未満、約３ｍｍ未満、約２ｍｍ未満、または約１ｍｍ未満の直径を有
し得る。界面１０５は、円形であり得るが、他の形状、例えば、正方形、星形（５、６、
７、８、９、１０、１１個等の先端を有する）、涙滴状、卵形、長方形等も可能である。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、真空源からの真空は、流体輸送体の開口部から貯蔵容器まで
の血液または他の流体の移動を促進し得る。図１－５の実施形態では、真空が、真空源１
５６（例えば、デバイスカバー２０、基部１００、および膜７２の間に封入される空間）
の大部分に貯蔵され得る。真空源１５６の中の真空は、開口部１３０における流体をチャ
ネル１１０の中に、およびチャンバ１４０へ引き込ませるよう、貯蔵チャンバ１４０に選
択的に連結され得る。例えば、図５で見ることができるように、１つ以上のチャネル１１
０が、基部１００の中に形成され、または別様に開口部１３０と貯蔵チャンバ１４０との
間に提供され得る。チャネル１１０は、チャネル板８０の下面によって上側で覆われ得る
。いくつかの実施形態では、チャネル板８０、膜７２、およびシール７６は、単一の部品
を形成することができる。（チャネル１１０に対する追加の構成オプションが以下で論議
される。）チャネル板８０は、チャネル１１０を画定するのに役立つだけでなく、流体輸
送体１２０における空洞の少なくとも一部分、貯蔵チャンバ１４０の一部、真空源１５６
と貯蔵チャンバ１４０との間の流動の制御に使用される真空入口１５４および流路１５０
、ならびにチャネル１１０と貯蔵チャンバ１４０との間の流路を画定し得る。つまり、図
４および１０に示されるように、チャネル板８０は、開口部１３０からの流動が、チャネ
ル１１０および貯蔵チャンバ１４０を接続するチャネル板８０内の開口部１４４までチャ
ネル１１０を通過し得るように、開口部１３０と真空源１５６との間の流路を画定するの
に役立つ。開口部１４４は、フィルタ、（例えば、貯蔵チャンバ１４０の中の水性流体が
後にチャンバ１４０から退出することを防止するのに役立つ）疎水性要素、一方向弁を含
み得、または完全に遮るものがなくてもよい。図１０で見ることができるように、流動は
また、貯蔵チャンバ１４０から、チャネル板８０の中の通路１５０を通って、真空入口１
５４まで起こり得る。真空入口１５４は、通常、開口部１３０および真空源１５６の中の
低い圧力に対する他の潜在的出口から真空源１５６を隔離するのにも役立つ、膜７２の一
部であり得る、シール７６によって閉鎖される。図４で見ることができるように、後退ア
クチュエータ４０が圧縮された初期状態にあるとき、通路１５０を閉鎖し、真空源１５６
と貯蔵チャンバ１４０との間の連通を防止するよう、シール脚部４９がシール７６を押し
て真空入口１５４と接触させるように、シール７６は、後退アクチュエータ４０の脚部４
８のうちの１本（シール脚部４９）と係合される。しかしながら、いったん後退アクチュ
エータ４０が解放されると、シール脚部４９は、上向きに移動し得、および／またはシー
ル７６へのシール脚部４９の力は、貯蔵チャンバ１４０から真空源１５６までの流動のた
めに真空入口１５４が開く点まで、低減させられ得る。したがって、いったんシール７６
が真空入口１５４を開くと、真空源１５６は、チャネル１１０の中の流体が貯蔵チャンバ
１４０の中に引き込まれるように、貯蔵チャンバ１４０から流体（例えば、空気および／
または液体）を引き込み得る。示されていないが、液体が貯蔵チャンバ１４０から真空源
１５６の中へ流れることを防止するように、疎水性膜または他の好適な要素が、真空入口
１５４または他の好適な場所（通路１５０の中等）で提供され得る。
【００４０】
　本発明の一側面によれば、流体輸送体の開口部と真空源との間の流体連通は、流動活性
化体の作動に応答して、または流動活性化体の作動の前に、可能にされ得る。例えば、デ



(23) JP 6121400 B2 2017.4.26

10

20

30

40

50

バイスアクチュエータ１０の押下が、真空源１５６と貯蔵チャンバ１４０／開口部１３０
との間の連通を可能にし得る。他の配列が可能であるが、図１－１０の例証的実施形態で
は、いったん流動活性化体９０が作動させられると（例えば、展開および後退が開始され
ると）、真空源１５６と貯蔵チャンバ１４０との間の流体連通を可能にするよう、シール
７６が真空入口１５４から解放され得るように、シール７６は、後退アクチュエータ４０
のシール脚部４９に連結され得る。この実施形態では、流動活性化体９０が後退させられ
るにつれて、後退アクチュエータ４０のシール脚部４９が、真空入口１５４から離れて移
動する（または少なくともシール７６への圧力を低減させる）が、流動活性化体９０の展
開時に、または流動活性化体９０の移動における任意の他の時点で、ならびに移動が始ま
る前、または移動が完了した後に、シール７６の開放を配列することが可能である。例え
ば、真空源１５６と貯蔵チャンバ１４０との間の流動は、例えば、流動活性化体９０の展
開に伴って、または流動活性化体９０の完全後退時に、膜または箔を穿刺することによっ
て可能にされ得る。一実施形態では、膜シールが、開口部１３０に位置することができ、
流動活性化体９０自体は、膜を穿孔する働きをし、開口部１３０から真空源１５６までの
流動を可能にすることができる。したがって、この穿孔は、貯蔵チャンバ１４０の中へ流
体を引き込むように、開口部１３０における流体を真空にさらす働きをすることができる
。当然ながら、膜シールは、真空入口１５４等の開口部１３０以外の場所に位置し得、膜
を穿孔するために、解放要素３０上のスパイク等の別個の穿刺要素を使用することができ
る。流動活性化体の作動に応答して、（化学真空源または真空ポンプ等の）真空源を作動
させること等の他の配列も可能である。例えば、後退アクチュエータ４０が後退方向に移
動するにつれて、貯蔵チャンバ１４０において吸引を生成するようピストンが移動させら
れるように、後退アクチュエータ４０は、シリンジに連結され得る。
【００４１】
　上記の説明から理解されるように、本発明の別の側面では、流動活性化体は、流動活性
化体を展開するように展開方向に移動させられ、流動活性化体を後退させるとともに、真
空源と流体輸送体の開口部との間の流体連通を可能にするように後退方向に移動させられ
得る。上記で説明される例証的実施形態では、流動活性化体９０が後退させられるにつれ
て、シール７６は、真空入口１５４から解放され得る。シール７６における流路の開放は
、後退の開始時に、後退中に、および／または後退が完了した後に起こり得る。いくつか
の実施形態では、シール７６および流動活性化体９０は、両方とも、後退アクチュエータ
によって同じ後退方向に移動させられ得る。つまり、後退中、チャネル１１０を通る真空
源１５６とデバイス開口部１３０との間の流体連通を可能にするように、流動活性化体９
０は、後退させられ得、シール７６は、持ち上げられ得る。シール７６は、ラテックス、
または熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）あるいはポリウレタン等の他の可撓性材料から形
成され得、または別様にそれらを含み得る。他の実施形態では、シール７６への力は、真
空源１５６の中の比較的低い圧力に貯蔵チャンバ１４０から真空源１５６までの流動を発
生させるように、十分に解放され得る。したがって、シール７６は、必ずしも真空入口１
５４から持ち上げられる必要はないが、代わりに、好適な圧力差がシール７６をわたって
存在し、貯蔵チャンバ１４０から真空源１５６までの流動を可能にするが、入口１５４を
通る流動を別様に阻止する、所望のクラック圧を有する一種の逆止め弁の役割を果たし得
る。流体連通を開くように膜を穿刺する後退アクチュエータ４０上のスパイク等の、流動
活性化体の後退中に流体連通を開くための他の配列が可能である。別の実施形態では、電
気スイッチが、後退アクチュエータによって開かれ、または閉じられ得、（ポンプ等の）
真空源を起動させる。別の実施形態では、後退アクチュエータの移動は、ラッチまたは他
のデバイスを解放し得、それは、バネ荷重シリンジピストンまたは他のデバイスが移動す
ることを可能にし、所望の真空を作成する。別の実施形態では、後退アクチュエータ４０
自体の後退移動が、所望の真空を提供するようにシリンジピストンまたは他のデバイスを
移動させ得る。したがって、真空源と流体輸送体の開口部との間の流体連通を可能にする
ことは、流動を遮断する弁または他のデバイスの開放を必ずしも伴う必要はないが、代わ
りに、流動を引き起こすための好適な真空の作成を伴い得る。他の配列も、可能である。
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【００４２】
　本発明の別の側面では、流動活性化体を展開および／または後退させるエフェクタもま
た、流体輸送体の開口部と真空源との間の流体連通を可能にし得る。流動活性化体を展開
および／または後退させるとともに、流体輸送体と真空源との間の流体連通を開くための
単一の構成要素またはアセンブリを提供することにより、いくつかの実施形態では、動作
または構造がより単純である流体受け取りデバイスを提供し得る。例えば、図１－１０の
実施形態における後退アクチュエータ４０等の単一のデバイスは、後退させるとともに、
流路を開く働きをし得る。これは、流体受け取りデバイスの構築に必要とされる部品を低
減させ、費用および／または組立の複雑性を低減させ得る。当然ながら、エフェクタは、
必ずしも展開および後退機能の両方を果たす必要はないが、代わりに、流体連通を可能に
するとともに、展開のみまたは後退のみを提供し得る。例えば、流動活性化体が、展開後
に後退させられず、代わりに、真空が流動活性化体に印加されるとき、流体を引き出すた
めに皮膚に埋め込まれたままとなることが許される実施形態において、例えば、エフェク
タは、流動活性化体を展開し、流体輸送体の開口部と真空源との間の流体連通を可能にす
ることのみの働きをし得る。上記で論議されるように、流体輸送体の開口部と真空源との
間の流体連通を可能にすることは、弁または類似構造（シール７６等）を開くこと、膜を
穿刺すること、真空源を作動させること（シリンジプランジャまたは類似要素を移動させ
ること等）、化学操作型真空源を起動すること等によるなど、異なる方法で提供され得る
。
【００４３】
　本発明の別の側面では、流動活性化体および真空シールは、例えば、単一の一体構造ま
たは構成要素の一部として、一緒に取り付けられ得る。例えば、図４および５に示される
ように、流動活性化体９０が、例えば、流動活性化体９０を膜と共同成形すること、流動
活性化体９０を膜に接着すること等によって、膜７２に取り付けられ得る一方で、シール
７６は、膜７２自体の一部から形成される。そのような配列は、組立を容易にし、流体受
け取りデバイス１の中の構成要素の数を削減し得る。
【００４４】
　上記で論議されるように、シール７６の移動によって可能にされる流動は、チャネル１
１０に沿って貯蔵チャンバ１４０への流動を引き起こし得る。チャネル１１０は、少なく
とも部分的に、単一の構成要素、例えば、基部１００等のエッチングされた基材または成
形ユニットによって、形成され得る。チャネルは、任意の断面形状、例えば、円形、卵形
、三角形、不整形、正方形、または長方形（任意の縦横比を有する）等を有することがで
き、かつ覆うこと、または覆いを取ることができる（すなわち、チャネルを包囲する外部
環境に開いている）。チャネル１１０は、任意の長さであり得る。場合によっては、チャ
ネル１１０は、開口部１３０と真空源または貯蔵容器等の別の容器との間に流体連結を作
成する、単純な２次元開口部であり得る。これらの場合において、チャネルは、（例えば
、２次元開口部の場合のように）いかなる長さも全く持たなくてもよい。チャネルが完全
に覆われる実施形態では、チャネルの少なくとも一部分が、完全に封入される断面を有す
ることができ、および／またはチャネル全体が、その入口および出口を除いて、その全長
に沿って完全に封入され得る。
【００４５】
　チャネルは、任意の縦横比（長さ対平均断面寸法）、例えば、少なくとも約２：１、よ
り典型的には、少なくとも約３：１、少なくとも約５：１、少なくとも約１０：１等の縦
横比を有し得る。本明細書で使用される場合、流体またはマイクロ流体チャネルを参照し
た、「断面寸法」は、チャネル内の流体流動に対して略垂直な方向で測定される。チャネ
ルは、概して、流体輸送に対する制御を促進する特性、例えば、構造的特性および／また
は物理的あるいは化学的特性（疎水性対親水性）、および／または流体に力（例えば、抑
制力）を及ぼすことができる他の特性を含むであろう。チャネル内の流体は、部分的また
は完全にチャネルを充填し得る。場合によっては、流体は、例えば、表面張力を使用して
（例えば、流体が、凹状または凸状メニスカス等のメニスカス内のチャネル内で保持され
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るように）、何らかの様式でチャネルまたはチャネルの一部分内に保持または拘束され得
る。部品または基材では、チャネルのいくらか（または全体）が、特定のサイズ以下であ
り得、例えば、場合によっては、約５ｍｍ未満、約２ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５００
ミクロン未満、約２００ミクロン未満、約１００ミクロン未満、約６０ミクロン未満、約
５０ミクロン未満、約４０ミクロン未満、約３０ミクロン未満、約２５ミクロン未満、約
１０ミクロン未満、約３ミクロン未満、約１ミクロン未満、約３００ｎｍ未満、約１００
ｎｍ未満、約３０ｎｍ未満、または約１０ｎｍ未満、あるいはそれ以下の流体流動に対し
て垂直な最大寸法を有する。一実施形態では、チャネルは、毛細管である。
【００４６】
　一組の実施形態では、デバイスは、マイクロ流体チャネルを含み得る。本明細書で使用
される場合、「マイクロ流体」、「顕微鏡的」、「マイクロスケール」、「マイクロ」と
いう接頭辞（例えば、「マイクロチャネル」の場合のような）等は、概して、約１ｍｍ未
満、場合によっては約１００ミクロン（マイクロメートル）未満の幅または直径を有する
要素または部品を指す。いくつかの実施形態では、より大きいチャネルが、本明細書で論
議される実施形態のうちのいずれかのためのマイクロ流体チャネルの代わりに、またはそ
れと併せて使用され得る。例えば、約１０ｍｍ未満、約９ｍｍ未満、約８ｍｍ未満、約７
ｍｍ未満、約６ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、約４ｍｍ未満、約３ｍｍ未満、または約２ｍｍ
未満の幅または直径を有するチャネルが、ある場合において使用され得る。場合によって
は、要素または部品は、それを通って流体が流れることができる、チャネルを含む。全て
の実施形態では、特定された幅は、最小幅（すなわち、その場所で、部品が異なる寸法に
おいてより大きい幅を有することができる場合に特定されるような幅）、または最大幅（
その場所で、部品が、特定されるものより広くない幅を有するが、より大きい長さを有す
ることができる場合）であり得る。したがって、例えば、マイクロ流体チャネルは、約１
ｍｍ未満、約５００ミクロン未満、約３００ミクロン未満、または約１００ミクロン未満
の平均断面寸法（例えば、マイクロ流体チャネルの中の流体の流動方向に対して垂直であ
る）を有し得る。場合によっては、マイクロ流体チャネルは、約６０ミクロン未満、約５
０ミクロン未満、約４０ミクロン未満、約３０ミクロン未満、約２５ミクロン未満、約１
０ミクロン未満、約５ミクロン未満、約３ミクロン未満、または約１ミクロン未満の平均
直径を有し得る。
【００４７】
　被検体の皮膚から、および／または皮膚下から受け取られる流体は、しばしば、診断目
的で重要である、体内の種々の被分析物、例えば、（例えば、糖尿病に対する）グルコー
ス等の種々の病状に対するマーカーを含むであろう。他の被分析物例は、（例えば、脱水
症を決定するための）ナトリウム、カリウム、塩化物、カルシウム、マグネシウム、およ
び／または重炭酸塩等のイオン、二酸化炭素または酸素等のガス、Ｈ＋（すなわち、ｐＨ
）、尿素、血中尿素窒素、またはクレアチニン等の代謝産物、（例えば、妊娠、違法薬物
使用等を決定するための）エストラジオール、エストロン、プロゲステロン、プロゲスチ
ン、テストステロン、アンドロステンジオン等のホルモン、またはコレステロールを含む
。他の例は、インスリン、またはホルモンレベルを含む。なおも他の被分析物は、（例え
ば、肝機能検査のための）高密度リポタンパク質（「ＨＤＬ」）、低密度リポタンパク質
（「ＬＤＬ」）、アルブミン、アラニンアミノ基転移酵素（「ＡＬＴ」）、アスパラギン
酸アミノ基転移酵素（「ＡＳＴ」）、アルカリホスファターゼ（「ＡＬＰ」）、ビリルビ
ン、乳酸脱水素酵素等、（例えば、受胎能検査のための）黄体形成ホルモンまたはベータ
ヒト絨毛性ゴナドトロピン（ｈＣＧ）、（例えば、凝固検査のための）プロトロンビン、
（例えば、心臓マーカーとしての）トロポニン、ＢＮＴ、またはＢ型ナトリウム利尿ペプ
チド等、インフルエンザ、呼吸器合胞体ウイルス、またはＲＳＶ等に対する感染症マーカ
ー等を含むが、それらに限定されない。
【００４８】
　流体受け取りデバイス１は、被検体から受け取られる流体の１つ以上の特性を検出する
ための１つ以上のセンサを含み得る。センサは、貯蔵チャンバ１４０において、チャネル
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１１０において、カバー２０の上等で、デバイスに対して任意の好適な方法または場所で
位置し得る。例えば、デバイス１は、ｐＨセンサ、光センサ、酸素センサ、物質の濃度を
検出することが可能なセンサ等を含み得る。本発明で有用であるセンサの非限定的例は、
染料ベースの検出システム、親和性ベースの検出システム、微細加工重量分析器、ＣＣＤ
カメラ、光検出器、光学顕微鏡システム、電気システム、熱電対およびサーミスタ、圧力
センサ等を含む。当業者であれば、他の好適なセンサを識別することができるであろう。
センサは、場合によっては、デバイスの外部にあり得る、またはある場合においてはデバ
イスに微細加工され得る、比色検出システムを含むことができる。比色検出システムの例
として、染料または蛍光実体が（例えば、粒子で）使用される場合、比色検出システムは
、染料または蛍光実体の周波数および／または強度の変化または偏移を検出することが可
能であり得る。
【００４９】
　一組の実施形態では、センサは、試験紙片、例えば、商業的に入手することができる試
験紙片であり得る。試験紙片の例は、グルコース試験紙片、尿試験紙片、妊娠試験紙片等
を含むが、それらに限定されない。試験紙片は、典型的には、紙または他の材料の帯、断
片、または細片を含み、例えば、被分析物と相互作用および／または関連することが可能
な診断薬または反応実体への被分析物の結合を介して、被分析物を決定することが可能な
１つ以上の領域を含むであろう。例えば、試験紙片は、種々の酵素または抗体、ブドウ糖
酸化酵素、および／またはヘキサシアノ鉄酸塩等を含み得る。試験紙片は、試験紙片の種
類に応じて、例えば、グルコース、コレステロール、クレアチニン、ケトン、血液、タン
パク質、亜硝酸塩、ｐＨ、ウロビリノーゲン、ビリルビン、白血球、黄体形成ホルモン等
を決定することが可能であり得る。試験紙片は、任意の数の異なる方法で使用され得る。
場合によっては、試験紙片は、商業的に入手され、例えば、被検体から血液、間質液、ま
たは他の流体を受け取る前または後に、デバイスに挿入され得る。例えば、デバイス自体
が被分析物を決定するように、デバイスがセンサとして試験紙片を使用する実施形態では
、血液または他の流体の少なくとも一部分が、被分析物を決定するように試験紙片に暴露
され得る。場合によっては、デバイスは、事前装填された試験紙片とともに販売され得、
またはユーザが、試験紙片をデバイスに挿入する（および随意で、使用間に試験紙片を交
換する）必要があり得る。ある場合において、試験紙片は、ユーザによって除去可能では
ないデバイスの一体部分を形成し得る。いくつかの実施形態では、被検体から引き出され
た血液または他の流体への暴露後、試験紙片は、デバイスから除去され、例えば、試験紙
片を決定することが可能な他の装置、例えば、市販の試験紙片読取機を使用して、外部で
決定され得る。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、デバイスは、血球および他の物質に対して不透過性である分
離膜を含み得る。被検体から受け取られる流体は、分離膜を通って流れ、受け取られた流
体は、種々のサイズの成分を含み得る。例えば、デバイスは、いくつかある成分の中でも
、血球、凝固因子、タンパク質、および血漿を含む、血液を受け取り得る。血球等のより
大きい成分および他のより大きい物質が、分離膜を通過することができない場合がある一
方で、血漿は、自由に通過することができる。いくつかの実施形態では、この血漿は、貯
蔵チャンバの中へ収集される。抗凝固剤が血漿に導入されない場合、フィブリノゲン等の
凝固因子を含む血漿は、凝固し、それにより、固体血栓成分および液体成分をもたらし得
る。この液体成分は、フィブリノゲンまたは他の凝固因子がない血漿である、血清として
知られている。この血清は、貯蔵チャンバの中に血栓を残して、貯蔵チャンバからの分離
または他の好適な方法を介して収集することができる。抗凝固剤が血漿に導入された場合
、血漿は凝固せず、代わりに、血漿を貯蔵チャンバから収集することができる。したがっ
て、本明細書の全体を通して説明される実施形態は、血漿または血清を産生するために使
用され得る。血漿および血清の産生に関するさらなる詳細は、その全体で参照することに
より本明細書に組み込まれる、本明細書と同日付に出願された、それぞれ「Ｐｌａｓｍａ
　ｏｒ　Ｓｅｒｕｍ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｒｅｍｏｖａｌ　ｏｆ　Ｆｌｕｉ
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ｄｓ　Ｕｎｄｅｒ　Ｒｅｄｕｃｅｄ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ」と題された米国および国際特許
出願で見出すことができる。また、２０１１年４月２９日に出願された、Ｈａｇｈｇｏｏ
ｉｅらによる「Ｐｌａｓｍａ　ｏｒ　Ｓｅｒｕｍ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｒｅ
ｍｏｖａｌ　ｏｆ　Ｆｌｕｉｄｓ　Ｕｎｄｅｒ　Ｒｅｄｕｃｅｄ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ」と
題された米国仮特許出願第６１／４８０，９４１号も、その全体で参照することにより本
明細書に組み込まれる。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、デバイスは、デバイスの少なくとも一部分、デバイスから除
去される流体、流体内に存在する疑いがある被分析物等を決定するための外部装置に接続
され得る。例えば、デバイスは、外部分析装置に接続され得、流体は、後に分析するため
にデバイスから除去され得るか、または流体は、例えば、１つ以上の反応実体を、デバイ
スに、例えば、貯蔵チャンバに、またはデバイス内の分析チャンバに追加することによっ
て、原位置においてデバイス内で分析され得る。いくつかの実施形態では、検定ディスク
２００または膜が、図４に示されるように、貯蔵チャンバ１４０に含まれ得る。一実施形
態では、外部装置は、デバイス上のポートまたは他の好適な表面と嵌合するためのポート
または他の好適な表面を有し得、任意の好適な技法を使用して、例えば、真空または圧力
等を使用して、血液、間質液、または他の流体を、デバイスから除去することができる。
血液または他の流体は、外部装置によって除去され、随意で、何らかの様式で貯蔵および
／または分析され得る。例えば、一組の実施形態では、デバイスは、デバイスから流体（
例えば、血液）を除去するための出口ポートを含み得る。いくつかの実施形態では、デバ
イスの中の貯蔵チャンバ内に含まれる流体は、デバイスから除去され、後に使用するため
に貯蔵され、またはデバイスの外側で分析され得る。場合によっては、出口ポートは、流
体輸送体から分離し得る。場合によっては、出口ポートは、場合によっては流体貯留部と
しての機能も果たすことができる、真空源と流体連通することができる。デバイスから血
液、間質液、または他の流体を除去するための他の方法は、真空ラインを使用した除去、
ピペット、出口ポートの代わりに隔壁を通した抽出等を含むが、それらに限定されない。
場合によっては、デバイスはまた、例えば、デバイス内の流体内の細胞または他の物質の
分離を発生させるように、遠心分離機の中に位置付けられ、種々の重力（例えば、少なく
とも５０ｇの求心力）を受け得る。
【００５２】
　デバイスは、抗凝固剤、あるいは、皮膚から、および／または皮膚下から引き出された
流体を安定させるための安定剤を含み得る。具体的な非限定的実施例として、抗凝固剤は
、皮膚から引き出された血液に使用され得る。抗凝固剤の例は、ヘパリン、クエン酸塩、
トロンビン、シュウ酸塩、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）、ポリアネトールスルホ
ン酸ナトリウム、クエン酸デキストロースを含むが、それらに限定されない。例えば、溶
剤、希釈材、緩衝剤、キレート剤、酵素阻害薬（例えば、プロテアーゼまたはヌクレアー
ゼ阻害薬）、酸化防止剤、結合剤、防腐剤、抗菌剤等の安定剤といった、他の薬剤が、抗
凝固剤と併せて、またはその代わりに使用され得る。防腐剤の例は、例えば、塩化ベンザ
ルコニウム、クロロブタノール、パラベン、またはチメロサールを含む。酸化防止剤の非
限定的例は、アスコルビン酸、グルタチオン、リポ酸、尿酸、カロチン、アルファ・トコ
フェロール、ユビキノール、またはカタラーゼ、スーパーオキシドジスムターゼ、あるい
はペルオキシダーゼ等の酵素を含む。抗菌剤の例は、エタノールまたはイソプロピルアル
コール、アジド等を含むが、それらに限定されない。キレート剤の例は、エチレングリコ
ール四酢酸またはエチレンジアミン四酢酸を含むが、それらに限定されない。緩衝剤の例
は、当業者に公知であるもの等のリン酸緩衝剤を含む。
【００５３】
　一組の実施形態では、デバイスの少なくとも一部分が、デバイス内に含まれる抗凝固剤
を示すように着色され得る。場合によっては、使用される色は、Ｖａｃｕｔａｉｎｅｒｓ
ＴＭ、ＶａｃｕｅｔｔｅｓＴＭ、または他の市販の静脈切開機器のために商業的に使用さ
れるものと同一または同等であり得る。例えば、薄紫および／または紫色が、エチレンジ
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アミン四酢酸を示し得、明るい青色が、クエン酸塩を示し得、紺青色が、エチレンジアミ
ン四酢酸を示し得、緑色が、ヘパリンを示し得、灰色が、フッ化物および／またはシュウ
酸塩を示し得、橙色が、トロンビンを示し得、黄色が、ポリアネトールスルホン酸ナトリ
ウムおよび／またはクエン酸デキストロースを示し得、黒色が、クエン酸塩を示し得、茶
色が、ヘパリンを示し得る等である。しかしながら、他の実施形態では、他の着色システ
ムが使用され得る。
【００５４】
　必ずしも抗凝固剤を示すわけではない、他の着色システムが、本発明の他の実施形態で
使用され得る。例えば、一組の実施形態では、デバイスは、デバイスの推奨身体使用部位
を示す色、例えば、背部上の配置のために好適なデバイスを示す第１の色、脚の上の配置
のために好適なデバイスを示す第２の色、腕の上の配置のために好適なデバイスを示す第
３の色等を付けている。
【００５５】
　既述のように、一組の実施形態では、本明細書で論議されるような本発明のデバイスは
、分析のために別の場所に発送され得る。場合によっては、デバイスは、デバイス内、例
えば、流体のための貯蔵チャンバ内に含まれる抗凝固剤または安定剤を含み得る。したが
って、例えば、皮膚および／または皮膚下から引き出された血液または間質液等の流体が
、デバイス内のチャンバ（例えば、貯蔵チャンバ）に運搬され得、次いで、デバイスまた
はデバイスの一部分（例えば、モジュール）が、分析のために別の場所に発送され得る。
例えば、郵便を介した、任意の形態の発送が使用され得る。
【００５６】
　（代替的実施形態）
　本発明の１つ以上の側面を組み込み得る代替的実施形態が、以下でさらに論議される。
【００５７】
　流体受け取りデバイスの種々の構成要素が、異なる方法で修正され得、図１－１０に関
して論議される実施形態は、本発明の側面を限定するために使用されるべきではないこと
を理解されたい。例えば、１つの代替的実施形態では、デバイス１の後退アクチュエータ
４０は、２つの別個の要素を含み得る。図１１－１４は、後退アクチュエータ４０が、リ
トラクタ部分４２と、シールアクチュエータ部分４４とを含む実施形態を示す。図１１お
よび１２に示されるように、リトラクタ部分４２およびシールアクチュエータ部分４４は
、積み重ねられ、５本の柱５２を介してエフェクタ本体５０に連結される。任意の数の柱
が、使用され得る。柱５２は、ポリエステル（ＰＥＴＧまたはＰＣＴＡ）またはＡＢＳ、
アセタール樹脂、ポリスチレン等の他のポリマーから形成され得、または別様にそれらを
含み得る。代替として、リトラクタ部分４２およびシールアクチュエータ部分４４は、単
一の柱、糊、テープ、または他の接着剤等を介して、エフェクタ本体５０に連結され得る
。図１２は、リトラクタ部分４２がエフェクタ５０に対して自由に屈曲することができる
脚部４８を含むことを示す。シールアクチュエータ部分４４は、タブ４１と、シール７６
に連結されるシール脚部４９とを含む。リトラクタ部分４２およびシールアクチュエータ
部分４４の両方は、別様に、上記で説明される後退アクチュエータ４０と本質的に同一の
特徴を有する。後退アクチュエータ４０を２つの部分に分離することによって、各々は、
所望の特徴を有するように設計および構築され得る。例えば、いくつかの実施形態では、
高度に弾性の材料でできた脚部４８を有することが望ましくあり得る一方で、タブ４１お
よびシール脚部４９は、例えば、後退アクチュエータ４０が上向きに移動するにつれてシ
ール７６を解放するのに役立つように、あまり弾性ではない材料で作製され得る。加えて
、図１３に示されるように、膜７２は、シール７６から独立して作製され得、例えば、シ
ール７６は、アクチュエータ４０のシール脚部４９の一部として形成され得る。いくつか
の実施形態では、流動活性化体９０は、柱、ロッド、またはその他等の伝達構造９４を介
して、展開アクチュエータ６０に機械的に連結され得る。図１３に示されるように、柱９
４は、膜７２、流動活性化体９０、および展開アクチュエータ６０に連結され、例えば、
損失をほとんど伴わずに、展開アクチュエータ６０から流動活性化体９０まで移動を伝達
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するのに役立つように、比較的剛にまたは非柔軟に作製され得る。図１５－１８は、図１
－１０の実施形態に非常に類似するが、初期圧縮状態で後退アクチュエータ４０を保持す
るために使用されるラッチ配列が修正されるさらに別の実施形態を示す。この例証的実施
形態では、デバイス１は、デバイスの動作中に基部１００に対して回転する、回転可能な
解放要素１７０を含む。（回転可能な解放要素１７０および基部１００の対応する部分は
、図１－１０の実施形態の解放要素３０および後退アクチュエータ４０のタブ４１に取っ
て代わる。）解放要素１７０のスピナランプ１７４は、最初に、エフェクタガイド１０４
のロックアウトランプ１６１と係合し、デバイス１の作動前、回転可能な解放要素１７０
を定位置で保持する。図１６は、デバイス１の作動前の初期係合の接近図を示す。しかし
ながら、回転可能な解放要素１７０がデバイス作動（例えば、デバイスアクチュエータ１
０の押下）中に基部１００に向かって移動させられるとき、解放要素１７０が基部１００
に向かって移動するにつれて、スピナランプ１７４が摺動し、ロックアウトランプ１６１
を通過するように、解放要素１７０は、わずかに回転する。（デバイスアクチュエータ１
０の作動時の解放要素１７０の下向き移動が、所望の回転を引き起こすように、解放要素
１７０のわずかな回転が、基部１００の対応する傾斜または他の表面に接触する、要素１
７０上の傾斜または他の角度付き表面によって引き起こされ得る。）その後、解放要素１
７０への圧力がユーザによって解放されると、スピナ解放ランプ１７５が基礎解放ランプ
１６０を通過するように回転可能な解放要素１７０が回転するように、解放要素１７０が
上向きに移動するにつれて、スピナ解放ランプ１７５は、基礎解放ランプ１６０に係合す
る。これは、後退アクチュエータ４０が後退すること、例えば、流動活性化体９０を後退
させることを可能にし得る。さらに他の実施形態では、流体受け取りデバイス１０は、上
記で提案されるように、他の方法で配列され得る。例えば、図１９－２５に示される一実
施形態では、流体受け取りデバイス１は、ユーザによって、または別様に指で押下するこ
とによって、作動させることができる、水平摺動トリガ３０４を含む。上記で説明され、
図１９および２０に示されるような実施形態と同様に、デバイス１は、カバー２０と、基
部１００とを含み、流体輸送体１２０の開口部１３０で受け取られる流体は、チャネル１
１０によって貯蔵チャンバ１４０に伝導され得る（図示せず）。図２１および２２は、デ
バイス１の内部構成要素を示す。Ｏリングシール３４０が、トリガ３０４のトリガシャフ
ト３０６上に位置し得る。別の実施形態では、変形可能な膜が、シールを形成することが
できる。使用中、基部１００の後縁１０２に向かって後方にトリガ３０４を摺動させるこ
とは、トリガシャフト３０６にトリガピンカバー３３４とともにトリガピン３３２を押さ
せる（図２２参照）。この運動は、基部１００の後縁１０２に向かって、基部１００上の
ガイド３６０（図２１参照）に沿って後方にキャリッジ３３０を摺動させる。ガイド３６
０は、基部１００にエッチングされ得、基部１００から突出され得、または任意の他の好
適な配列を有する。
【００５８】
　キャリッジ３３０が後方に移動するにつれて、キャリッジ３３０に接続されたトリガブ
リッジ３３６が、エフェクタ本体５０に対して後方に移動する。トリガブリッジ３３６の
裏面は、図２３Ａおよび２３Ｂで見ることができるように、トリガタブ３３８を含む。ト
リガブリッジ３３６が後方に移動するにつれて、トリガタブ３３８が、上記で説明される
実施形態におけるもののような構成を有する展開アクチュエータ６０を作動させるのに十
分な量で、エフェクタ本体５０を下向きに移動させるように、トリガタブ３３８は、エフ
ェクタ本体５０の上の突出３３９（図２４参照）と係合する。これは、例えば、開口部１
３０から針を拡張するように、展開アクチュエータ６０に流動活性化体９０を展開させる
。後方方向でのキャリッジ３３０の継続的移動は、（楔３５０の形態の）トリガの後退ア
クチュエータを、エフェクタ本体５０上の持上支柱３７０の下で摺動させる。楔３５０が
持上支柱３７０の下で摺動するにつれて、エフェクタ５０は、基部１００から離して上向
きに持ち上げられ、それにより、上記の実施形態に類似する方法で、展開アクチュエータ
６０を介してエフェクタ本体５０に取り付けられる流動活性化体９０、および膜７２を後
退させる。トリガタブ３３８は、エフェクタ本体５０内の開口部３８０の中で受け取られ
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得、エフェクタ本体５０の中心部分が上向きに屈曲することを可能にし、かつ流動活性化
体９０のさらなる後退を可能にする。
【００５９】
　一側面によれば、展開アクチュエータへの流動アクチュエータの接続は、上記で提案さ
れるように、種々の異なる方法で行われ得る。例えば、図２６Ａは、流動活性化体（図示
せず）を膜７２および／または展開アクチュエータ６０に接続するために使用される柱９
４が、接着剤４００によって作製され得る、概略的配列を示す。図２６Ｂに示される別の
実施形態では、柱９４は、膜７２内の空洞（または孔）ならびに展開アクチュエータ６０
内の孔の中へ受け取られ得る。それぞれの孔または空洞との柱９４の係合は、締り嵌めま
たは摩擦嵌合、接着剤、リベット打ち等によって等、任意の好適な方法で行われ得る。こ
の実施形態では、柱９４は、接着剤４００によって膜７２の空洞と係合され、展開アクチ
ュエータ６０内の孔と係合するリベット型頭部を有する。柱９４のリベット頭は、柱９４
の塑性的に変形する部分によって形成され得るか、または柱９４は、リベット頭の上部分
が弾力的に変形させられ、アクチュエータ６０の孔を通して押し進められ得るように配列
される可撓性材料を含み得る。図２６Ｃは、アクチュエータ６０内の開口部を通して膜７
２の一部分を拡張し、開口部を通って延在する膜７２の部分を縮らすか、または別様に変
形させることによって、膜７２が展開アクチュエータに接合される、さらに別の実施形態
を示す。代替として、クリップ、バンド、または他の要素が、膜およびアクチュエータ６
０の係合を維持するように膜部分上に締め付けられ得る。柱９４は、同一プロセスの一部
として、膜およびアクチュエータの両方に取り付けられ得、例えば、柱の一部が、クリッ
プまたはバンドとして機能し得る。図２６Ｄは、膜７２が柱の２つの部分の間で捕われる
、２部品柱９４を伴う実施形態を示す。柱の最上部は、展開アクチュエータ６０内の孔を
通って延在し、または柱と展開アクチュエータ６０との間に締り嵌めを作成するように熱
かしめされる。柱９４の一部分が、接続点において開口部を通して押し進められ、それに
より、展開アクチュエータ６０と係合させられ得る。
【００６０】
　一側面によれば、流動活性化体の展開および後退、真空放出、および流体の受け取りに
関する動作の順番は、種々の順序で配列され得る。いくつかの実施形態では、流動活性化
体の展開前の真空放出が、展開アクチュエータをまたぐ圧力差を減少させ、それにより、
流動活性化体の挿入深度を増加させるのに役立ち得る。例えば、いくつかの実施形態では
、動作の順番は、以下のように配列され得、真空が最初に発生し、次いで、流動活性化体
の展開、最終的に、流動活性化体の後退である。場合によっては、流体受け取りは、この
側面がこの点に関して限定されないので、後退の前または後に起こり得る。場合によって
は、流体受け取りは、後退前に始まり得るが、後退中または後退後まで完了しないであろ
う。場合によっては、流体受け取りは、後退中または後退後まで始まらないであろう。真
空放出は、以前の実施形態で説明されるように、種々の異なる方法で達成され得る。例え
ば、一実施形態では、図２７－３０に示されるように、スパイク５１０が、解放要素３０
のアーム３３の端部に取り付けられる。真空は、真空源１５６、例えば、カバー２０、基
部１００、および膜７２によって封入される空間の大部分に貯蔵され得る。最初に、シー
ル５１２が、真空源１５６と開口部１３０との間の連通を防止し得る。デバイスアクチュ
エータ１０の下向き移動時に、スパイク５１０も、下向き方向に移動し、シール５１２を
穿刺し、死容積５１４に進入する。スパイク５１０は、部分的に中空であり得、真空源１
５６と死容積５１４との間で流動を確保するのに役立ち得る真空入口チャネル５１１を含
み得る。結果として、スパイク５１０でシール５１２を穿孔することにより、真空源１５
６と開口部１３０との間の連通を効果的に開く。開口部１３０付近の領域における真空ま
たは他の比較的低い圧力のこの最初の印加は、開口部の中へ、または開口部のより付近に
皮膚を引き込ませ得る。後に、デバイスアクチュエータ１０のさらなる下向き移動が、作
動リング５４０を展開アクチュエータ６０に接触させ、それを作動させる。以前の実施形
態で説明されるように、展開アクチュエータ６０の作動は、被検体の皮膚を穿刺するよう
に、流動活性化体９０を開口部１３０から少なくとも部分的に拡張させ、または別様に移
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動させて、流体を放出させ得る。流体は、開口部１３０に進入し得、真空源１５６から放
出される真空は、貯蔵チャンバ１４０に向かって、および／または貯蔵チャンバ１４０の
中へ流体を引き込み得る。空気の通過を可能にするが、液体（水を含む液体等）の通過を
防止する疎水性停止膜５１６が、貯蔵チャンバ１４０と死容積５１４との間に位置付けら
れ得る。結果として、疎水性停止膜５１６は、貯蔵チャンバ１４０の中の液体が死容積５
１４および真空源１５６に進入することを防止し得る。貯蔵チャンバ１４０が液体で充填
されたとき、疎水性停止膜５１６は、真空源１５６と開口部１３０との間の連通を密封す
るように、充填された貯蔵チャンバ１４０と効果的に協働し得る。流動活性化体９０の展
開後、エフェクタ５０および後退アクチュエータ（ここでは係止部分４５およびリトラク
タ４２から成る、図２８参照）は、以前の実施形態で説明されるように、流動活性化体９
０を後退させるように協働し得る。以前に論議された図１２の実施形態と同様に、ここで
は、後退アクチュエータは、係止部分４５およびリトラクタ４２といった、２つの分離さ
れた構成要素を備え得る。しかしながら、この実施形態では、係止部分４５が、真空源１
５６と開口部１３０との間の連通を閉じるために使用される追加のシール脚部４９を持た
ないため、係止部分４５は、図１２のシールアクチュエータ部分４４とは異なる。一側面
によれば、流動活性化体の展開前、展開アクチュエータをまたぐ圧力平衡を可能にするた
めに、真空放出と流動活性化体の展開との間に時間遅延があり得る。一実施形態では、解
放要素が、下向きの垂直移動に対する増加した抵抗を示し、それにより、真空放出と流動
活性化体の展開との間に時間遅延を生成するように配列され得る。例えば、図２９に示さ
れるように、解放要素３０は、解放アーム３１に加えて、抵抗アーム３３を含み得る。抵
抗アーム３３は、脚部３４を含み得る。図３０に示されるように、解放要素３０が下向き
の展開方向に移動するにつれて、脚部３４が基部１００に接触し得、ラッチ解放３０を半
径方向外向きに屈曲させ、それにより、真空放出のためにシール５１２を引き裂くことを
促進するようにスパイク５１０の側方移動を生成し得る。真空放出後、脚部３４と基部１
００との間の接触はまた、作動リング５４０と展開アクチュエータ６０との間の接触を遅
延させることによって、流動活性化体９０の展開を遅延させ得る、下向きの垂直移動に対
する増加した抵抗を提供し得る。
【００６１】
　一側面によれば、デバイスの基部にデバイスエフェクタを堅く保持することは、展開ア
クチュエータが作動させられたときにエネルギー損失を低減させるのに役立ち得る。場合
によっては、エフェクタへの応力または構成要素間の不良な嵌合が、基部に対してしっか
りと押し下げられる代わりに、エフェクタを不正確に位置付けさせ得る。ある状況では、
エフェクタの不正確な位置付けが、デバイスの作動中に展開アクチュエータおよび流動活
性化体へのエネルギーの移動を低減させ得る。一実施形態では、解放要素とエフェクタと
の間の締り嵌めは、デバイスの基部に対して同一平面にエフェクタを押し下げ、それによ
り、エフェクタの適正な位置付けを確保する働きをし得る。一実施例では、図３０に示さ
れるように、デバイスアクチュエータ１０は、解放要素３０に直接取り付けられ、または
別様に連結され得る。作動リング５４０が、解放要素３０の基部に存在し得る。解放要素
３０の基部は、作動リング５４０とエフェクタ５０との間の締り嵌めを用いて、エフェク
タ５０に係合し得る。図３１に示されるように、作動リング５４０は、増加した側方可撓
性のために先細にされている脚部５４２を含み得る。図３２Ａは、作動リング５４０が展
開アクチュエータ６０にまだ接触していない、流動活性化体の展開前の解放要素３０とエ
フェクタ５０との間の初期接触を描写する。解放要素３０がさらに下向きに移動するにつ
れて、解放要素３０は、図３２Ｂに示されるように、エフェクタ５０と締り嵌めで係合さ
れる。図３２Ｂは、作動リング５４０が展開アクチュエータ６０との初期接触を達成した
、流動活性化体の展開の直前の解放要素３０およびエフェクタ５０を描写する。締り嵌め
は、エフェクタが基部に対してしっかりと保持されることを確実にするために、展開アク
チュエータ６０の作動前に、エフェクタ５０への圧力の直接印加を可能にする。そのよう
な配列は、エフェクタの正しい位置付けを確保するのに役立ち、エネルギーがデバイスア
クチュエータ１０および解放要素３０から展開アクチュエータ６０へ直接平行移動するこ
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とを可能にし得る。当然ながら、この側面がこの点に関して限定されないため、他の配列
が可能である。例えば、エフェクタは、解放要素の下に位置する波形バネまたはコイルバ
ネによって、板バネ、コイルバネ、発泡体、弾性ブラダ、または解放要素の裏面上で成形
される他の好適な特徴によって、デバイス基部に対してしっかりと保持され得る。
【００６２】
　一側面によれば、デバイスは、流体の受け取りが完了したときに指示を有効にし得る。
そのような指示は、デバイスを皮膚から除去できることをユーザに通知し得る。一実施形
態では、図２７、３３、および３４に示されるように、視覚的指示が、指標５２０によっ
て提供され得る。指標５２０は、流体の受け取りが完了したときに色を変化させ得る。一
実施例では、指標５２０は、透明から受け取られた流体の色に変化し得る。図２７および
３４に示されるように、指標５２０は、流体を受け取って保持することができる、空間の
平坦な円盤を含み得る。指標５２０は、貯蔵チャンバ１４０と開放連通し得る。流体の受
け取り中、流体が貯蔵チャンバ１４０の最上部に到達したとき、流体は、貯蔵チャンバ１
４０を指標５２０に接続する通路５２２に進入し得る。流体は、毛細管作用、吸い上げ、
圧力差により、または任意の他の好適な力を介して、通路５２２に進入し、それを通って
指標５２０の中へ進行し得る。場合によっては、指標５２０は、受け取られた流体と接触
すると色を変化させる、固体または液体物質を含み得る。このようにして、ユーザは、受
け取られた流体を実際に見ることなく、流体の受け取りが完了したという指示を受信し得
る。例えば、指標５２０は、実際の収集された流体とは異なる色に変わってもよい。いく
つかの実施形態では、デバイスは、ユーザが指標５２０を視認することを可能にするよう
に透明または半透明であり得る、指標カバー５２１を含み得る。いくつかの実施形態では
、指標カバー５２１は、流体の色の外観を変化させる色を付けられ得る。場合によっては
、指標カバー５２１は、除去可能であり得る。当然ながら、この側面がこの点に関して限
定されないので、指示は、視覚的、可聴、または触覚であり得ることを理解されたい。例
えば、貯蔵チャンバ１４０の充填は、流体の受け取りが完了したことを示す可聴音を発す
るようにデバイスをトリガし得る。場合によっては、可聴音は、デバイスアクチュエータ
、解放要素、エフェクタ、後退アクチュエータ、展開アクチュエータ、および／または流
動活性化体の間の相互作用による、機械的クリック音であり得る。場合によっては、可聴
音は、流体が貯蔵チャンバ１４０の最上部に到達することによりトリガされる、アラーム
であり得る。代替として、または加えて、ユーザは、流体の受け取りが完了したことを示
す触覚フィードバックを受信し得る。例えば、ユーザ作動デバイスアクチュエータが、デ
バイスアクチュエータからの物理抵抗の突然の増加または減少を被るように、デバイスア
クチュエータ、解放要素、エフェクタ、後退アクチュエータ、展開アクチュエータ、およ
び／または流動活性化体は、相互作用するように配列され得る。別の実施例として、デバ
イスの構成要素は、触覚フィードバックをユーザに提供する、戻り止め型相互作用を含み
得る。さらに、指示が流体の受け取りの完了に限定されないので、指示、フィードバック
、および／またはアラームは、デバイス作動プロセスにおける任意の点で生じ得る。例え
ば、デバイスは、真空が放出されたとき、流動活性化体が展開および／または後退させら
れたとき、流体の受け取りが開始したとき等に指示を有効にし得る。デバイスはまた、不
十分な量の流体が受け取られたとき、または受け取られた流体の種類が不適切である場合
に、指示またはアラームを有効にし得る。
【００６３】
　一側面によれば、デバイスは、ユーザがデバイスの貯蔵チャンバの中で受け取られる流
体にアクセスすることを可能にし得る。いくつかの実施形態では、貯蔵チャンバに接続さ
れたアクセスポートは、ユーザが貯蔵チャンバの中の流体に直接アクセスすることを可能
にし得る。一実施形態では、図３５に示されるように、アクセスポート５３０が、デバイ
スの基部に位置し得る。当然ながら、この側面がこの点に関して限定されないので、アク
セスポート５３０は、デバイスの任意の場所に位置し得ることを理解されたい。いくつか
の実施形態では、ユーザは、ピペット、毛細管、または他の好適なツール等の種々のツー
ルを使用して流体を除去し得る。いくつかの実施形態では、ユーザは、チャンバから流体
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を除去することなく、貯蔵チャンバの中の流体にアクセスし得る。例えば、ユーザは、ｐ
Ｈ紙片を流体と接触させることによって、流体のｐＨを測定し得る。別の実施例では、ユ
ーザは、流体が貯蔵チャンバの中で保持されている間に、物質または化学物質を流体に添
加するために、収集された流体へのアクセスを要求し得る。いくつかの実施形態では、ア
クセスポート５３０は、細片ならびにピペットまたは毛細管等の異なる形状の物体の挿入
を可能にするように成形され得る。一実施例では、図３６Ａ－Ｂに示されるように、アク
セスポート５３０は、ピペットおよび毛細管等の円筒形物体を受け取るように孔５３２を
含み得、細片等の長方形または幅が広い物体を受け取るようにスロット５３４を含み得る
。当然ながら、この側面がこの点に関して限定されないので、単純な孔、スロット、角孔
、または複数の孔等のアクセスポートの他の形状および幾何学形状が可能である。いくつ
かの実施形態では、アクセスポートは、貯蔵チャンバからの流体除去の容易性を増加させ
るように位置付けられ得る。一実施例では、図３７に示されるように、アクセスポート５
３０は、貯蔵チャンバ１４０の側壁５３１付近に位置付けられ得る。貯蔵チャンバ１４０
の中心から離してアクセスポート５３０を位置付けることにより、流体を貯蔵チャンバか
らの除去に抵抗させ得る毛細管作用等の力を減少させるのに役立ち得る。代替として、ま
たは加えて、貯蔵チャンバの底部は、流体がアクセスポートに向かって下向きに傾斜させ
られるように、傾斜して配列され得る。貯蔵チャンバ１４０はさらに、貯蔵チャンバの底
部が側壁５３１に接触する、貯蔵チャンバの底部周囲５３５の周辺に及ぶ、円形溝を含み
得る。そのような溝は、吸い上げ、毛細管作用、または他の好適な力を介して、アクセス
ポート５３０に向かって流体を押勢し得る。いくつかの実施形態では、シールは、流体が
アクセスポートを通って流れることを防止し得る。一実施例では、シールは、貯蔵チャン
バの内側に位置し得、その場合、ユーザが、ピペットまたは他の好適なツールでシールを
穿孔する。別の実施例では、図３８に示されるように、シール５３６は、基部１００上の
貯蔵チャンバの外側に位置し得、その場合、ユーザは、貯蔵チャンバの中の流体にアクセ
スするように、シールを剥離または穿孔し得る。当然ながら、この側面がこの点に関して
限定されないため、アクセスポートを密閉する他の方法が可能であることを理解されたい
。
【００６４】
　１つの代替的実施形態では、回転可能な解放要素が、流動活性化体の展開の前に真空放
出を可能にするように配列され得る。図３９－４３は、回転可能な解放要素を伴うデバイ
スの一実施例を示す。これらの図では、デバイスは、展開後の後退状態で描写される。デ
バイスは、デバイスアクチュエータ１０に対して自由に回転することができる、回転可能
な解放要素１７０を含む（図４０Ａ－Ｂ参照）。デバイスアクチュエータ１０は、デバイ
スアクチュエータ１０の下向きの移動がスパイク５１０の下向きの移動を引き起こし、そ
れが次いで、真空放出のためにシール５１２を穿刺するように、スパイク５１０に取り付
けられる。以前に論議されたように、シール５１２を穿刺することにより、真空源とデバ
イス開口部との間の連通を開き、真空がデバイス開口部に印加されることを可能にする。
デバイスアクチュエータ１０はまた、デバイスアクチュエータ１０の移動を垂直方向に制
約するように、デバイスカバー２０上に形成される摺動溝５５４と相互作用するタブ５６
６（図４１および４２参照）も含む。回転可能な解放要素１７０は、展開前ロックアウト
５５６およびカバー２０上に形成されるカバーランプ５５２（図４１および４２参照）と
相互作用する、スピナランプ５６２を含む。図４０Ｂに示されるように、後退アクチュエ
ータ４０およびエフェクタ５０は、図から隠され、回転可能な解放要素１７０がまた、展
開アクチュエータ６０の頂面との接触時に展開アクチュエータ６０を作動させる、作動リ
ング５４０も含むことを示す。（図４０Ｂでは、展開アクチュエータ６０は、その展開後
状態で示され、したがって、作動リング５４０から離れて下向きに凹状に配列される。）
展開前に、スピナランプ５６２は、解放要素１７０上の作動リング５４０が展開アクチュ
エータ６０の頂面に近い距離で保持されるように、展開前ロックアウト５５６内で保持さ
れる。スピナランプ５６２と展開前ロックアウト５５６との間の係合はまた、圧縮された
高エネルギー状態で後退アクチュエータ４０を係止する。下向き方向でのデバイスアクチ
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ュエータ１０の押下は、最初に、真空放出のために、スパイク５１０にシール５１２を穿
刺させ、次いで、解放要素１７０上の作動リング５４０を展開アクチュエータ６０に接触
させて、それを作動させ、それにより、以前の実施形態で論議されるように流動活性化体
を展開し得る。同時に、下向き方向でのデバイスアクチュエータ１０の押下はまた、スピ
ナランプ５６２に展開前ロックアウト５５６を通過させ、その圧縮された高エネルギー状
態から後退アクチュエータ４０を開放する。後退アクチュエータ４０は、上向きの後退方
向に移動することによって減圧するにつれて、その貯蔵されたポテンシャルエネルギーを
放出する。上向き方向でカバーランプ５５２に対してスピナランプ５６２を摺動させる。
結果として、回転可能な要素１７０全体が、同様に後退方向に上向きに移動するにつれて
、時計回りに回転する。後退アクチュエータ４０の上向き移動は、以前の実施形態で説明
されるように、流動活性化体を後退させる。最終的に、図４３に示されるように、スピナ
ランプ５６２がカバーランプ５５２の端部に到達するとき、スピナランプ５６２の係合縁
５６０は、後退状態でデバイスを係止するように、展開後ロックアウト５５０と係合する
。
【００６５】
　一側面によれば、流動活性化体の作動は、追加の外部作動を要求することなく、真空放
出に直接応答して起こり得る。一実施形態では、展開アクチュエータをまたぐ圧力差が、
展開アクチュエータに流動活性化体を展開させ得る。図１－５の実施形態等で、以前に論
議された実施形態では、真空が、真空源１５６、例えば、デバイスカバー２０、基部１０
０、および膜シール７２によって封入される空間の大部分に貯蔵され得る。しかしながら
、本側面によれば、一実施例では、大気圧または周囲圧力が、真空源よりもむしろ、カバ
ー、基部、および膜シールによって封入される空間に貯蔵される。真空源は、展開アクチ
ュエータの上側よりもむしろ、デバイス内またはデバイスの外部のいずれかで、別の場所
に貯蔵される。結果として、デバイスの作動前に、展開アクチュエータの頂面における圧
力は、真空圧の代わりに大気圧または周囲圧力にある。真空源とデバイス開口部との間の
連通を開くことにより、展開アクチュエータの底面を真空圧に暴露し、それにより、展開
アクチュエータより上側で大気圧または周囲圧力、および下側で真空圧といった、圧力差
を展開アクチュエータをまたいで生成し得る。展開アクチュエータをまたぐ圧力差は、展
開アクチュエータを作動させ、後に、流動活性化体の展開を引き起こし得る。そのような
配列は、流動活性化体の展開の前に真空がデバイス開口部に到達することを可能にし得る
。
【００６６】
　一側面によれば、デバイスの初期作動から開始して流体の受け取りの終了までの一連の
事象は、ユーザ独立型であり得、初期トリガ後、トリガ後にデバイスアクチュエータに印
加される後続の圧力、トルク、速度、衝撃、または他の力の大きさにかかわらず、一連の
事象全体が自動的に起こることを意味する。一実施形態では、デバイスは、ユーザ独立型
の一連の作動事象を可能にする、ねじりバネを含み得る。例えば、図４４に示されるよう
に、デバイス１は、後退アクチュエータとしての機能を果たし得る、ねじりバネ５７０を
含む。図４４では、デバイス１は、カム５７１に取り付けられたコイルねじりバネ５７０
を伴って、その展開前の高エネルギー状態で描写される。ポテンシャルエネルギーが、コ
イルねじりバネ５７０に貯蔵され得、バネが反時計回り方向にカム５７１を回転させるよ
う付勢されるように、バネは、カム５７１に取り付けられ得る。アクチュエータアーム５
７４の端部とカム５７１に取り付けられたロックアウト突出５７２との間の係合は、カム
５７１の回転を防止し、それにより、ねじりバネ５７０が解れることを防止する。デバイ
スアクチュエータ１０は、下向きの力によって作動させられ得、アクチュエータアーム５
７４の端部を、ロックアウト突出５７２に対して垂直に下向きに摺動させる。いったんア
クチュエータアーム５７４の端部が下に摺動し、ロックアウト突出５７２の下面を通過す
ると、カム５７１は自由に回転することができ、ねじりバネ５７０が解れ、その貯蔵され
たポテンシャルエネルギーを放出することを可能にする。ねじりバネ５７０の解放は、全
ての後続のユーザ独立型事象が従う、トリガとしての機能を果たし得る。ねじりバネ５７
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が解れることは、反時計回り方向にカム５７１を回転させる。カム５７１は、死容積５１
４を覆うシール（図示せず）を引き裂くスパイク５１０に取り付けられ得、真空源とデバ
イスの開口部との間の連通を開く。図４５に示されるように、エフェクタ５０は、ホルダ
５８０および溝５６を介して展開アクチュエータ６０に取り付けられ得る。加えて、エフ
ェクタ５０は、エフェクタタブ５７８を含み得る。図４６Ａ－Ｂに示されるように、解放
要素３０は、作動リング５４０と、解放要素タブ５７６とを含み得る。図４４に示される
ように、エフェクタタブ５７８は、下進路５８８と協働し得る。反時計回り方向でのカム
５７１の回転中、タブ５７８は、下進路５８８の外形と相互作用する。下進路５８８が、
その外形の端部で上向きに傾斜しているので、タブ５７８は、下進路５８８によって上向
きに押される。結果として、エフェクタ５０が、垂直に上向きの後退方向に上昇させられ
る。同様に、解放要素３０の解放要素タブ５７６は、上進路５８６と協働する。カム５７
１の反時計回りの回転中に、タブ５７６は、上進路５８６の外形と相互作用する。上進路
５８６の外形が下向きに落ちているので、タブ５７６は、上進路５８６によって下向きに
押される。結果として、解放要素３０は、展開方向へ垂直に下向きに降下され、解放要素
３０の作動リング５４０を展開アクチュエータ６０に接触させ、それを作動させ（図４６
Ａ－Ｂ参照）、それにより、以前の実施形態で説明される方式で流動活性化体（図示せず
）を作動させる。進路５８６が外形の端部で上向きに傾斜しているので、解放要素３０は
、垂直に上向きの後退方向に上昇させられる。展開アクチュエータ６０の作動後、解放要
素３０およびエフェクタ５０の両方が、上進路５８６および下進路５８８の両方の上向き
傾斜により、後退方向に持ち上げられ、それにより、展開アクチュエータ６０およびエフ
ェクタ５０に接続される流動活性化体（図示せず）の後退を引き起こす。当然ながら、こ
の側面がこの点に関して限定されないので、ユーザ独立型の一連の事象を達成するための
他の好適な配列が可能であることを理解されたい。
【００６７】
　一側面によれば、デバイスは、不慮または時期尚早の作動を回避するために使用される
保護特徴または機構を含み得る。一実施形態では、保護特徴は、デバイスアクチュエータ
の作動を防止する物理的障壁または覆いを含み得る。例えば、図４７に示されるように、
デバイスは、デバイスアクチュエータ１０の圧縮を防止するスペーサリング６０２を有す
るキャップ６００を含み得る。キャップ６００は、デバイスが作動される準備ができてい
るときに、ユーザによって除去され得る。一実施形態では、保護特徴は、デバイスアクチ
ュエータまたはデバイスの他の構成要素に組み込まれ得る。例えば、デバイスアクチュエ
ータは、展開アクチュエータの展開がトリガされる前に、デバイスアクチュエータが所定
の距離を移動しなければならない、ロストモーション型配列を含み得る。別の実施例では
、デバイスアクチュエータは、作動が起こる前に、最小圧力またはトルクの印加を要求し
得る。さらに別の実施例では、デバイスアクチュエータは、ユーザがデバイスアクチュエ
ータを押し下げる前に、最初にそれをねじらなければならない、安全ロック型配列を含み
得る。当然ながら、この側面がこの点に関して限定されないため、不慮の作動を回避する
他の方法が可能であることを理解されたい。加えて、上述の安全特徴を、単一のデバイス
内で任意の方式で組み合わせることができる。
【００６８】
　以前に説明された実施形態のうちのいくつかは、真空源とデバイス開口部との間の連通
を開くために、シールを穿刺するために使用されるスパイクを含む。一側面によれば、多
種多様のスパイク幾何学形状が可能である。例えば、図４８Ａ－Ｇは、端部にポインタを
伴う円筒（図４８Ａ）、傾斜端部を伴う円筒（図４８Ｂ）、分岐配列（図４８Ｃ）、勾配
付き先端を伴う中空円筒（図４８Ｄ）、中実または中空であり得る単純な円筒（図４８Ｅ
）、圧入部分を伴う尖ったスパイク（図４８Ｆ）、および縦溝を伴うＶ字形スパイク溝（
図４８Ｇ）等の種々の可能なスパイク幾何学形状を描写する。当然ながら、この側面がこ
の点に関して限定されないので、シール穿刺または引裂に好適な任意の幾何学形状が、ス
パイク幾何学形状に使用され得ることを理解されたい。
【００６９】
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　流動活性化体の一部として含まれ得る、針の随意的な配列に関するさらなる詳細が、以
下で提供される。
【００７０】
　上述のように、流動活性化体で含まれる針は、意図された用途に応じて、種々の異なる
方法で配列され得る。例えば、針は、約５ｍｍ未満、約４ｍｍ未満、約３ｍｍ未満、約２
ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約８００マイクロメートル未満、６００マイクロメートル未満
、５００マイクロメートル未満、４００マイクロメートル未満、約３００マイクロメート
ル未満、約２００マイクロメートル未満、約１７５マイクロメートル未満、約１５０マイ
クロメートル未満、約１２５マイクロメートル未満、約１００マイクロメートル未満、約
７５マイクロメートル未満、約５０マイクロメートル未満、約１０マイクロメートル未満
等の長さを有し得る。針はまた、約５ｍｍ未満、約４ｍｍ未満、約３ｍｍ未満、約２ｍｍ
未満、約１ｍｍ未満、約８００マイクロメートル未満、６００マイクロメートル未満、５
００マイクロメートル未満、４００マイクロメートル未満、約３００マイクロメートル未
満、約２００マイクロメートル未満、約１７５マイクロメートル未満、約１５０マイクロ
メートル未満、約１２５マイクロメートル未満、約１００マイクロメートル未満、約７５
マイクロメートル未満、約５０マイクロメートル未満、約１０マイクロメートル未満等の
最大断面寸法を有し得る。例えば、一実施形態では、針は、１７５マイクロメートル×５
０マイクロメートルの寸法を有する長方形断面を有し得る。一組の実施形態では、針は、
少なくとも約２：１、少なくとも約３：１、少なくとも約４：１、少なくとも５：１、少
なくとも約７：１、少なくとも約１０：１、少なくとも約１５：１、少なくとも約２０：
１、少なくとも約２５：１、少なくとも約３０：１等の長さ対最大断面寸法の縦横比を有
し得る。
【００７１】
　一実施形態では、針は、極微針である。典型的には、極微針は、約１ミリメートル未満
の平均断面寸法（例えば、直径）を有するであろう。本明細書で論議されるような「針」
または「極微針」という言及は、一例として、提示を容易にするのみであり、他の実施形
態では、１本よりも多くの針および／または極微針が、本明細書の説明のうちのいずれか
で存在し得ることを理解されたい。実施例として、Ａｌｌｅｎらによる、２００２年１月
１日発行の米国特許第６，３３４，８５６号「Ｍｉｃｒｏｎｅｅｄｌｅ　Ｄｅｖｉｃｅｓ
　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｏｆ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　ａｎｄ　Ｕｓｅ　Ｔｈｅｒ
ｅｏｆ」で開示されているもの等の極微針は、流体（または他の物質）を被検体に運搬し
、および／または被検体から引き出すために使用され得る。極微針は、中空または中実で
あり得、任意の好適な物質、例えば、金属、セラミック、半導体、有機物、ポリマーおよ
び／または複合物から形成され得る。実施例は、医療グレードステンレス鋼、チタン、ニ
ッケル、鉄、金、スズ、クロム、銅、これらの金属または他の金属の合金、シリコン、二
酸化ケイ素、ならびに、乳酸およびグリコール酸等のヒドロキシ酸のポリマー、ポリラク
チド、ポリグリコリド、ポリラクチド－コ－グリコリドを含むポリマー、およびポリエチ
レングリコール、ポリ無水物、ポリオルトエステル、ポリウレタン、ポリ酪酸、ポリ吉草
酸、ポリラクチド－コ－カプロラクトン、ポリカーボネート、ポリメタクリル酸、ポリエ
チレン酢酸ビニル、ポリテトラフルオロエチレン、ポリメタクリル酸メチル、ポリアクリ
ル酸、またはポリエステルを伴う共重合体を含むが、それらに限定されない。
【００７２】
　場合によっては、２本以上の針または極微針が使用され得る。例えば、針または極微針
のアレイが使用され得、針または極微針は、任意の好適な構成、例えば、周期的、ランダ
ム構成等において、アレイに配列され得る。場合によっては、アレイは、３本以上、４本
以上、５本以上、６本以上、１０本以上、１５本以上、２０本以上、３５本以上、５０本
以上、１００本以上、または任意の他の好適な数の針または極微針を有し得る。典型的に
は、極微針は、約１ミクロン未満の平均断面寸法（例えば、直径）を有するであろう。
【００７３】
　当業者であれば、一実施形態では、皮膚の表面に対して９０°以外の角度で皮膚に針を
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導入すること、すなわち、穿通の深度を制限するよう、傾斜して皮膚に１本または複数の
針を導入することを含んで、これらの目的で皮膚または他の表面に対して針を配列するこ
とができる。しかしながら、別の実施形態では、針は、約９０°で皮膚または他の表面に
進入し得る。
【００７４】
　場合によっては、針（または極微針）は、アレイ内の針の密度が、約０．５本／ｍｍ２

から１０本／ｍｍ２の間であり、場合によっては、密度が、約０．６本／ｍｍ２から約５
本／ｍｍ２の間、約０．８本／ｍｍ２から約３本／ｍｍ２の間、約１本／ｍｍ２から約２
．５本／ｍｍ２の間等であるように選択される、アレイに存在し得る。場合によっては、
針は、２本の針が、約１ｍｍ、約０．９ｍｍ、約０．８ｍｍ、約０．７ｍｍ、約０．６ｍ
ｍ、約０．５ｍｍ、約０．４ｍｍ、約０．３ｍｍ、約０．２ｍｍ、約０．１ｍｍ、約０．
０５ｍｍ、約０．０３ｍｍ、約０．０１ｍｍ等よりも近くないように、アレイ内に位置付
けられ得る。
【００７５】
　別の一組の実施形態では、針（または極微針）は、針の面積（針による被検体の皮膚の
表面上の穿通または穿孔の面積を決定することによって決定される）が、被検体の皮膚お
よび／または皮膚下を往復する流体の十分な流量を可能にするように選択され得る。針は
、皮膚への針の接触面積が、被検体の皮膚からデバイスへの十分な血流を可能にする限り
、より小さいまたは大きい面積（あるいは、より小さいまたは大きい直径）を有するよう
に選択され得る。例えば、ある実施形態では、針は、用途に応じて、少なくとも約５００
ｎｍ２、少なくとも約１，０００ｎｍ２、少なくとも約３，０００ｎｍ２、少なくとも約
１０，０００ｎｍ２、少なくとも約３０，０００ｎｍ２、少なくとも約１００，０００ｎ
ｍ２、少なくとも約３００，０００ｎｍ２、少なくとも約１ミクロン２、少なくとも約３
ミクロン２、少なくとも約１０ミクロン２、少なくとも約３０ミクロン２、少なくとも約
１００ミクロン２、少なくとも約３００ミクロン２、少なくとも約５００ミクロン２、少
なくとも約１，０００ミクロン２、少なくとも約２，０００ミクロン２、少なくとも約２
，５００ミクロン２、少なくとも約３，０００ミクロン２、少なくとも約５，０００ミク
ロン２、少なくとも約８，０００ミクロン２、少なくとも約１０，０００ミクロン２、少
なくとも約３５，０００ミクロン２、少なくとも約１００，０００ミクロン２少なくとも
約３００，０００ミクロン２、少なくとも約５００，０００ミクロン２、少なくとも約８
００，０００ミクロン２、少なくとも約８，０００，０００ミクロン２等の複合皮膚穿通
面積を有するように選択され得る。
【００７６】
　針または極微針は、任意の好適な長さを有し得、長さは、場合によっては、用途に依存
し得る。例えば、表皮のみを穿通するように設計されている針は、真皮も穿通するように
、あるいは真皮または皮膚下に延在するように設計されている針より短くてもよい。ある
実施形態では、針または極微針は、約３ｍｍ以下、約２ｍｍ以下、約１．７５ｍｍ以下、
約１．５ｍｍ以下、約１．２５ｍｍ以下、約１ｍｍ以下、約９００ミクロン以下、約８０
０ミクロン以下、約７５０ミクロン以下、約６００ミクロン以下、約５００ミクロン以下
、約４００ミクロン以下、約３００ミクロン以下、約２００ミクロン以下、約１７５マイ
クロメートル以下、約１５０マイクロメートル以下、約１２５マイクロメートル以下、約
１００マイクロメートル以下、約７５マイクロメートル以下、約５０マイクロメートル以
下等の皮膚への最大穿通度を有し得る。ある実施形態では、針または極微針は、少なくと
も約５０マイクロメートル、少なくとも約１００マイクロメートル、少なくとも約３００
マイクロメートル、少なくとも約５００マイクロメートル、少なくとも約１ｍｍ、少なく
とも約２ｍｍ、少なくとも約３ｍｍ等の皮膚への最大穿通度を有するよう選択され得る。
【００７７】
　一組の実施形態では、針（または極微針）は、被覆され得る。例えば、針は、針が皮膚
に挿入されたときに運搬される物質で被覆され得る。例えば、被覆は、被検体の皮膚から
の血流を支援するように、ヘパリン、抗凝固剤、抗炎症化合物、鎮痛剤、高ヒスタミン化
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合物等を含み得、または被覆は、本明細書で説明されるもの等の薬剤または他の治療薬を
含み得る。薬剤または他の治療薬は、（例えば、被覆された針または極微針が適用される
領域の、またはそれに近接した）局所的運搬に使用されるものであり得、および／または
薬剤または他の治療薬は、被検体内の全身運搬のために意図されたものであり得る。
【００７８】
　本発明の側面が、種々の例証的実施形態を参照して説明されているが、そのような側面
は、説明される実施形態に限定されない。したがって、説明される実施形態の多くの代替
案、修正、および変形例が、当業者に明白となるであろうことが明確である。故に、本明
細書に記載されるような実施形態は、限定的ではなく例証的となることを目的としている
。本発明の側面の精神から逸脱することなく、種々の変更が行われ得る。
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